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地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律 
（平成29年３月31日法律第２号） 

 

 

森   稔 樹 

 

 

 1. はじめに 
 

 本稿は、第193回国会会期中の平成29年２月７日に内閣提出法律案第10号として衆議院

に提出され、３月27日に参議院本会議で原案通りに可決・成立し、同月31日に内閣により

法律第２号として公布された「地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律」

（以下、地方税法等一部改正法）について、概観および検討を試みるものである(１)。 

 別稿において述べたように(２)、平成28年度税制改正は、「法人税改革」（法人実効税

                                                                                 
(１) 平成29年度税制改正に関する文献は多い。本稿においては、衆議院調査局総務調査室「地方

税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律案（内閣提出第10号）について」（第193

回国会（常会）総務委員会参考資料、平成29年２月）、「平成29年度地方税制改正（案）につ

いて（総務省 平成28年12月）」地方財政2017年１月号、石井隆一「平成29年度地方税制改正

について」地方税2017年１月号２頁、総務省自治税務局企画課他「平成29年度税制改正を巡る

議論について」同20頁、榎戸芳文「平成29年度地方税制改正・地方税務行政の運営に当たって

の留意事項等について」地方税2017年２月号32頁、滝陽介他「平成29年度地方税法改正法案解

説」地方税2017年３月号11頁、星野次彦「平成29年度税制改正説明会 平成29年度税制改正案

について」租税研究2017年３月号33頁、林﨑理「平成29年度税制改正説明会 地方税を中心と

した平成29年度税制改正案について」同33頁、「特集 改正大綱から読むＱ＆Ａ 平成29年度

税制改正の要点」税2017年２月号７頁、「特集 平成29年度地方税制の改正」税2017年４月号

９頁、「特集 問答解説 平成29年度地方税法の改正」税2017年５月号21頁をあげておく。金

子宏『租税法』〔第二十二版〕（2017年、弘文堂）71頁も参照。 

   なお、本稿の内容の一部は、自治体議員連合・全日本自治団体労働組合「平成27年度地方財

政セミナーⅠ レジュメ・政策関係資料」（2017年２月16日～17日、自治労資料2017第14－①

号）16頁に掲載されている筆者の講演「2017（平成29）年度税制改正の概要と自治体財源保障」

（平成29年２月16日、ＴＯＣ有明ＥＡＳＴホール）のレジュメを利用したものである。 

(２) 拙稿「地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年３月31日法律第13号）～法人課税お

よび軽減税率の導入を中心に～」自治総研2016年８月号68頁＜下山憲治編『地方自治関連立法

動向第４集』（2017年、地方自治総合研究所）63頁にも掲載＞、同「社会保障の安定財源の確

保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律

等の一部を改正する法律（平成28年11月28日法律第86号）」自治総研2017年６月号68頁（下山

憲治編・同97頁にも掲載）。 
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率の引き下げ、法人事業税における外形標準課税の拡大）の他、平成29年４月１日に消費

税および地方消費税（以下、消費両税）の税率を８％から10％に引き上げるとともに軽減

税率を採用すること、この税率引き上げを前提とした上での地方法人特別税の廃止（法人

事業税への復元）、法人事業税交付金の創設、地方法人税の税率改正、自動車取得税の廃

止などが主な内容とされていた。しかし、第190回国会閉会日である平成28年６月１日の

記者会見において、安倍晋三内閣総理大臣(３)は、消費両税の税率引き上げを再延期する

方針を表明し、これを受けた形で第192回国会において「社会保障の安定財源の確保等を

図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正

する法律」（平成28年11月28日法律第85号）および「社会保障の安定財源の確保等を図る

税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一

部を改正する法律」（平成28年11月28日法律第86号）が成立した。これにより、正式に、

消費両税の税率引き上げはもとより、地方法人特別税の廃止、法人事業税交付金の創設な

ど、地方法人税の税率改正、自動車取得税の廃止なども平成29年４月１日から平成31年10

月１日に延期されることとなった。 

 平成29年度税制改正は、国税については酒税法の改正など注目すべきものが少なくない

が、地方税については、配偶者控除（所得税法第83条、地方税法第34条第１項第10号、同

第314条の２第１項第10号）および配偶者特別控除（所得税法第83条の２、地方税法第34

条第１項第10号の２、同第314条の２第１項第10号の２）の改正などを除き、平成28年度

税制改正と比較して規模は小さいと評価されることがある(４)。もっとも、改正点が多岐

にわたる点、および「所得税法等の一部を改正する等の法律」（平成29年３月31日法律第

４号。内閣提出法律案第６号。以下、所得税法等一部改正法）と密接な関連を有する点は、

例年と同様である。また、国税犯則取締法の廃止（国税通則法への編入）に伴う形で地方

税法第１章（「総則」）の一部改正が行われたことも注目される。 

 そこで、本稿においては、主要な改正点に対象を絞り、地方税法等一部改正法の内容を

中心に、衆議院総務委員会および参議院総務委員会での法律案の「審査」における議論も

                                                                                 

(３) 以下、職名および所属政党（会派）については、現在もその職または政党（会派）に留まっ

ている者も含め、原則として当時のものであることを記しておく。政党名についても同様であ

る。 

(４) 中村良広「税制改正を巡る議論と課題」月刊自治研2017年２月号56頁は、平成29年度税制改

正の「規模」が「小振りなもの」であり、平成28年度税制改正が「国税、地方税ともに平年度

ベースで３～４千億円規模の増減税を行うものであったのに対して」平成29年度税制改正は

「１桁規模が小さかった」と指摘する。 
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合わせ、検討を行う。 

 

 

 2. 法律案が提出されるまでの動向 
 

〔１〕平成29年度税制改正の目的 

   平成27年度および平成28年度の税制改正においては「成長志向」の「法人税改革」

が主眼となり、法人実効税率の引き下げ、法人事業税における外形標準課税の強化な

どが行われた(５)。これは、第二次安倍内閣発足以降の基本的政策方針と言いうる

「経済再生なくして財政健全化なし」を法人課税に関して具体化したものであり、

「経済再生と財政健全化を両立させるためにも成長戦略は常に深化するものでなけれ

ばならない」という立場(６)に基づくものであった。平成29年度税制改正においても、

性格に根本的な変化はない。このことは、平成28年12月８日の「平成29年度税制改正

大綱」（自由民主党および公明党。以下、平成29年度与党税制改正大綱と記し、他年

度のものについては平成▲年度与党税制改正大綱と記す）においても「デフレ脱却」、

「経済再生」、「成長」の語が繰り返されていることから明らかである。 

   しかし、平成29年度税制改正には「法人税改革」という言葉が登場しない。従って、

「法人税改革」は平成28年度税制改正をもって終了したこととなる。 

   それでは、平成29年度税制改正の主眼、あるいは「目玉」は何であるのか。 

   平成29年１月20日の衆議院本会議（第１号）における安倍内閣総理大臣の施政方針

演説においては、税制改正について「103万円の壁を打ち破ります。パートで働く皆

さんが就業調整を意識せずに働くことができるよう、配偶者特別控除の収入制限を大

幅に引き上げます」とのみ述べられていた(７)。また、同会議における麻生太郎財務

                                                                                 

(５) 注(２)にあげたものの他、拙稿「2015（平成27）年度税制改正の概要と論点～地方税制の重

要問題を中心に～」自治総研2015年６月号76頁、同「地方税法等の一部を改正する法律（平成

27年３月31日法律第２号）」自治総研2015年12月号48頁＜下山憲治編「地方自治関連立法動向

第３集」（2016年、地方自治総合研究所）89頁＞を参照。 

(６) 「『日本再興戦略』改訂2015 ― 未来への投資・生産性革命 ― （平成27年６月30日）」３

頁による。「経済財政運営と改革の基本方針2015～経済再生なくして財政健全化なし～」（平

成27年６月30日閣議決定。「骨太の方針2015」）41頁もこの立場を支持する。拙稿・前掲注

(２)自治総研2016年８月号72頁、74頁も参照。 

(７) 「第193回国会衆議院会議録第１号（平成29年１月20日）」５頁。 
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大臣による財政演説においては「平成29年度税制改正におきましては、日本経済の成

長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済むよう配偶者控除などの見直しを行

うとともに、経済の好循環を促す観点から、研究開発税制や所得拡大促進税制の見直

しなどを行うことといたしております」と述べられている(８)。これらの発言は、平

成29年度税制改正の主眼が個人所得課税にあることを端的に示したものとなっている。 

   そこで平成29年度与党税制改正大綱に目を移すならば、今回の「目玉」は「個人所

得課税改革」とされている。 

   同大綱は、「有効求人倍率は25年ぶりの高水準、失業率は21年ぶりの低水準、賃金

引上げ率は３年連続で今世紀最高水準（２％水準）となるなど、雇用・所得環境は大

きく改善している」が「個人消費や設備投資は力強さを欠く状況にあるほか、新興国

経済に陰りが見え、英国国民投票におけるＥＵ離脱の選択等、世界経済においては需

要の低迷、成長の減速リスクが懸念される」とし、「個人消費や設備投資に力強さを

欠いている背景には、人口減少、少子高齢化といった構造的な問題がある」と分析す

る。その上で、かような「構造的な問題」に対処するために「子育てや介護への不安

をなくし、女性や若者の活躍を進めることにより、少子高齢化の流れに歯止めをかけ、

誰もが生きがいを感じられる『一億総活躍社会』の実現」のために「働き方改革」の

一環として「経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革の第一弾として、就業

調整を意識しなくて済む仕組みを構築する観点から、配偶者控除・配偶者特別控除の

見直しを行う」と述べる(９)。平成27年度与党税制改正大綱および平成28年度与党税

制改正大綱においては検討課題とされていた事項が、ようやく改正の対象とされるこ

ととなったのである。 

   配偶者控除・配偶者特別控除の見直しが「個人所得課税改革」の第一弾であるとす

れば、第二弾は何かという問題が生ずるが、平成29年度与党税制改正大綱は「今後と

も、格差の固定化につながらないよう機会の平等や世代間・世代内の公平の実現、簡

素な制度の構築といった考え方の下、検討を進める」とした上で、「今後数年をかけ

て、基礎控除をはじめとする人的控除等の見直し等の諸課題に取り組んでいくことと

する」、平成30年度税制改正において「控除方式のあり方について検討を進める」と

                                                                                 

(８) 「第193回国会衆議院会議録第１号（平成29年１月20日）」９頁。平成29年２月14日の麻生

財務大臣による所信表明も同旨（「第193回国会衆議院財務金融委員会議録第１号（平成29年

２月14日）」２頁）。 

(９) 平成29年度与党税制改正大綱１頁。 
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宣言し、所得控除の他にゼロ税率、税額控除などの導入の検討、基礎控除などの人的

控除の見直しを行う旨を予告している(10)。また、「検討事項」として年金課税、

「寡婦控除」などがあげられている(11)。 

   「個人所得課税改革」は、国税たる所得税はもとより、地方税たる都道府県個人住

民税および市町村個人住民税にも関わるものであるだけに、平成29年度与党税制改正

大綱の「第一 平成29年度税制改正の基本的考え方」においてかなり大きなスペース

が割かれており、主眼あるいは「目玉」であることは明白である。 

   また、平成28年12月22日の「平成29年度税制改正の大綱」（閣議決定。以下、平成

29年度政府税制改正大綱と記し、他年度のものについては平成▲年度政府税制改正大

綱と記す）は、「我が国経済の成長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済む

仕組みを構築する観点から配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行うとともに、経

済の好循環を促す観点から研究開発税制及び所得拡大促進税制の見直しや中小企業向

け設備投資促進税制の拡充等を行う。あわせて、酒類間の税負担の公平性を回復する

等の観点から酒税改革を行うとともに、我が国企業の海外における事業展開を阻害す

ることなく、国際的な租税回避により効果的に対応するため外国子会社合算税制を見

直す。このほか、災害への税制上の対応に係る各種の規定の整備等を行う」と述べ

る(12)。こちらは簡潔に、やや羅列的に書かれているものの、やはり筆頭に配偶者控

除・配偶者特別控除の見直しをあげている。与党税制改正大綱と同じく「成長力」が

一つのキーワードになっており、根本的に、平成27年度与党税制改正大綱および平成

28年度与党税制改正大綱における「成長志向の法人税改革」と共通の思考に基づいて

いることが示されている。 

   そして、地方税法等一部改正法案の提案理由によると、平成29年度税制改正のうち、

地方税制度に関する部分は、次のようにまとめられる。 

   ・「我が国経済の成長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済む仕組みを構

築する観点からの個人住民税の配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し｣(13) 

   ・「環境への負荷の少ない自動車を対象とした自動車取得税、自動車税及び軽自動

車税の特例措置の見直し」 

                                                                                 

(10) 平成29年度与党税制改正大綱２頁、３頁、５頁。 

(11) 平成29年度与党税制改正大綱131頁。 

(12) 平成29年度政府税制改正大綱１頁。 

(13) 所得税法等一部改正法案の提案理由においても同じ文言が示されている。 
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大臣による財政演説においては「平成29年度税制改正におきましては、日本経済の成

長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済むよう配偶者控除などの見直しを行

うとともに、経済の好循環を促す観点から、研究開発税制や所得拡大促進税制の見直

しなどを行うことといたしております」と述べられている(８)。これらの発言は、平

成29年度税制改正の主眼が個人所得課税にあることを端的に示したものとなっている。 

   そこで平成29年度与党税制改正大綱に目を移すならば、今回の「目玉」は「個人所

得課税改革」とされている。 

   同大綱は、「有効求人倍率は25年ぶりの高水準、失業率は21年ぶりの低水準、賃金

引上げ率は３年連続で今世紀最高水準（２％水準）となるなど、雇用・所得環境は大

きく改善している」が「個人消費や設備投資は力強さを欠く状況にあるほか、新興国

経済に陰りが見え、英国国民投票におけるＥＵ離脱の選択等、世界経済においては需

要の低迷、成長の減速リスクが懸念される」とし、「個人消費や設備投資に力強さを

欠いている背景には、人口減少、少子高齢化といった構造的な問題がある」と分析す

る。その上で、かような「構造的な問題」に対処するために「子育てや介護への不安

をなくし、女性や若者の活躍を進めることにより、少子高齢化の流れに歯止めをかけ、

誰もが生きがいを感じられる『一億総活躍社会』の実現」のために「働き方改革」の

一環として「経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革の第一弾として、就業

調整を意識しなくて済む仕組みを構築する観点から、配偶者控除・配偶者特別控除の

見直しを行う」と述べる(９)。平成27年度与党税制改正大綱および平成28年度与党税

制改正大綱においては検討課題とされていた事項が、ようやく改正の対象とされるこ

ととなったのである。 

   配偶者控除・配偶者特別控除の見直しが「個人所得課税改革」の第一弾であるとす

れば、第二弾は何かという問題が生ずるが、平成29年度与党税制改正大綱は「今後と

も、格差の固定化につながらないよう機会の平等や世代間・世代内の公平の実現、簡

素な制度の構築といった考え方の下、検討を進める」とした上で、「今後数年をかけ

て、基礎控除をはじめとする人的控除等の見直し等の諸課題に取り組んでいくことと

する」、平成30年度税制改正において「控除方式のあり方について検討を進める」と

                                                                                 

(８) 「第193回国会衆議院会議録第１号（平成29年１月20日）」９頁。平成29年２月14日の麻生

財務大臣による所信表明も同旨（「第193回国会衆議院財務金融委員会議録第１号（平成29年

２月14日）」２頁）。 

(９) 平成29年度与党税制改正大綱１頁。 
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宣言し、所得控除の他にゼロ税率、税額控除などの導入の検討、基礎控除などの人的

控除の見直しを行う旨を予告している(10)。また、「検討事項」として年金課税、

「寡婦控除」などがあげられている(11)。 

   「個人所得課税改革」は、国税たる所得税はもとより、地方税たる都道府県個人住

民税および市町村個人住民税にも関わるものであるだけに、平成29年度与党税制改正

大綱の「第一 平成29年度税制改正の基本的考え方」においてかなり大きなスペース

が割かれており、主眼あるいは「目玉」であることは明白である。 

   また、平成28年12月22日の「平成29年度税制改正の大綱」（閣議決定。以下、平成

29年度政府税制改正大綱と記し、他年度のものについては平成▲年度政府税制改正大

綱と記す）は、「我が国経済の成長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済む

仕組みを構築する観点から配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行うとともに、経

済の好循環を促す観点から研究開発税制及び所得拡大促進税制の見直しや中小企業向

け設備投資促進税制の拡充等を行う。あわせて、酒類間の税負担の公平性を回復する

等の観点から酒税改革を行うとともに、我が国企業の海外における事業展開を阻害す

ることなく、国際的な租税回避により効果的に対応するため外国子会社合算税制を見

直す。このほか、災害への税制上の対応に係る各種の規定の整備等を行う」と述べ

る(12)。こちらは簡潔に、やや羅列的に書かれているものの、やはり筆頭に配偶者控

除・配偶者特別控除の見直しをあげている。与党税制改正大綱と同じく「成長力」が

一つのキーワードになっており、根本的に、平成27年度与党税制改正大綱および平成

28年度与党税制改正大綱における「成長志向の法人税改革」と共通の思考に基づいて

いることが示されている。 

   そして、地方税法等一部改正法案の提案理由によると、平成29年度税制改正のうち、

地方税制度に関する部分は、次のようにまとめられる。 

   ・「我が国経済の成長力の底上げのため、就業調整を意識しなくて済む仕組みを構

築する観点からの個人住民税の配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し｣(13) 

   ・「環境への負荷の少ない自動車を対象とした自動車取得税、自動車税及び軽自動

車税の特例措置の見直し」 

                                                                                 

(10) 平成29年度与党税制改正大綱２頁、３頁、５頁。 

(11) 平成29年度与党税制改正大綱131頁。 

(12) 平成29年度政府税制改正大綱１頁。 

(13) 所得税法等一部改正法案の提案理由においても同じ文言が示されている。 
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   ・「居住用超高層建築物に係る新たな固定資産税の税額算定方法等の導入」 

   ・「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への個人住民

税の税源移譲等」 

   ・「税負担軽減措置等の整理合理化等」 

   また、高市早苗総務大臣は、平成29年２月16日の衆議院総務委員会での趣旨説明に

おいて、「現下の経済情勢等を踏まえ、我が国経済の成長力の底上げなどの観点から、

地方税に関し、所要の施策を講ずるため、本法律案を提出した」と述べた上で、主要

な改正点を次のように掲げた(14)。 

   ・個人住民税（「配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し」、「県費負担教職員の

給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」） 

   ・車体課税〔「自動車取得税、自動車税及び軽自動車税の税率の軽減等の特例措置」

の見直し、および適用期限の延長（平成31年３月31日まで）〕 

   ・「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」 

   ・「税負担軽減措置等の整理合理化等」 

 

〔２〕「個人所得課税改革」の一端としての配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   ここで、地方税法等一部改正法案が国会に提出されるまでの動向を概観するが、

「個人所得課税改革」が打ち出されたことに鑑み、本稿においては配偶者控除・配偶

者特別控除の見直しに絞り、概観を試みる。また、平成29年度税制改正に結びつかな

かった若干の事項についても概観する。 

   配偶者控除・配偶者特別控除は、女性の社会進出、性の平等などの観点から、廃止

を含めて様々な議論が行われてきたところである。たとえば､「民主党政策集 index 

  2009」は、「相対的に高所得者に有利な所得控除を整理し、税額控除、手当、給付付

き税額控除への切り替えを行い、下への格差拡大を食い止め」るとして、「子育てを

社会全体で支える観点から、『配偶者控除』『扶養控除（一般。高校生・大学生等を

対象とする特定扶養控除、老人扶養控除は含まない。）』は『子ども手当』へ転換し

ます」と明言した(15)。しかし、民主党政権時代には見直しないし改正への具体的な

動きは見られなかった。 

                                                                                 

(14) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第３号（平成29年２月16日）」34頁。 

(15) 「民主党政策集 index2009」19頁。 
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   第二次安倍内閣発足以後、平成25年６月14日の「日本再興戦略～JAPAN is BACK～」

（閣議決定）において「女性の活躍推進」のために「男女が共に仕事と子育て等を両

立できる環境の整備」の一環として「働き方の選択に関して中立的な税制・社会保障

制度の検討を行う」ことが打ち出された(16)。同年、安倍内閣総理大臣は政府税制調

査会に「女性の就労拡大を抑制する効果をもたらしている現在の税・社会保障制度の

見直し及び働き方に中立的な制度について検討を行ってもらいたい」という指示を行

い、これを受けて政府税制調査会における議論が始められた(17)。ここで配偶者控除

の見直し、さらに人的控除や給与所得控除などのあり方に関して意見などが交わされ

たようであり、「当税制調査会としては、女性の働き方の選択に対して中立的な社会

制度を構築していくためには、税制にとどまらず社会保険制度や企業の賃金制度等に

おける課題に対しても合わせて検討が進められることが必要と考える」が「その中で

税制としてどのような対応が考えられるか、これまでの議論を踏まえ、引き続き幅広

く検討を進める」、「個人所得課税について、経済社会の構造変化や厳しい財政事情

等も踏まえ、所得再分配機能や財源調達機能といった、基幹税としての役割を適切に

発揮させるため、課税ベースや控除の在り方等についても、中長期的な観点から、幅

広く議論を行っていく」とまとめられた(18)。 

   平成26年11月７日に、政府税制調査会は「働き方の選択に対して中立的な税制の構

築をはじめとする個人所得課税改革に関する論点整理（第一次レポート）」（以下、

「第一次レポート」）をまとめた。ここにおいては、配偶者控除の問題点への指摘と

して「片働きを一方的に優遇するなど、個々人の働くことへの選択を歪めることは適

当ではない」、「『パート世帯』においては、配偶者が基礎控除の適用を受けるとと

もに納税者本人も配偶者控除の適用を受けている（いわゆる『二重の控除』が行われ

ている）ため、『片働き世帯』や『共働き世帯』よりも控除額の合計額が多く、アン

バランスが生じている」、「配偶者の収入が103万円を超えると納税者本人が配偶者

控除を受けられなくなることが配偶者の就労を抑制する『壁』になっている」ことが

あげられた。その上で、今後の選択肢として「配偶者控除の廃止と子育て支援の拡

充」、「配偶者控除の適用に所得制限を設けるとともに子育て支援を拡充」、「いわ

                                                                                 

(16) 「日本再興戦略～JAPAN is BACK～」（平成25年６月14日閣議決定）33頁。 

(17) 政府税制調査会「女性の働き方の選択に対して中立的な税制の検討にあたっての論点整理

（平成26年６月11日）」１頁。 

(18) 「第一次レポート」２頁。 
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   ・「居住用超高層建築物に係る新たな固定資産税の税額算定方法等の導入」 

   ・「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への個人住民

税の税源移譲等」 

   ・「税負担軽減措置等の整理合理化等」 

   また、高市早苗総務大臣は、平成29年２月16日の衆議院総務委員会での趣旨説明に

おいて、「現下の経済情勢等を踏まえ、我が国経済の成長力の底上げなどの観点から、

地方税に関し、所要の施策を講ずるため、本法律案を提出した」と述べた上で、主要

な改正点を次のように掲げた(14)。 

   ・個人住民税（「配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し」、「県費負担教職員の

給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」） 

   ・車体課税〔「自動車取得税、自動車税及び軽自動車税の税率の軽減等の特例措置」

の見直し、および適用期限の延長（平成31年３月31日まで）〕 

   ・「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」 

   ・「税負担軽減措置等の整理合理化等」 

 

〔２〕「個人所得課税改革」の一端としての配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   ここで、地方税法等一部改正法案が国会に提出されるまでの動向を概観するが、

「個人所得課税改革」が打ち出されたことに鑑み、本稿においては配偶者控除・配偶

者特別控除の見直しに絞り、概観を試みる。また、平成29年度税制改正に結びつかな

かった若干の事項についても概観する。 

   配偶者控除・配偶者特別控除は、女性の社会進出、性の平等などの観点から、廃止

を含めて様々な議論が行われてきたところである。たとえば､「民主党政策集 index 

  2009」は、「相対的に高所得者に有利な所得控除を整理し、税額控除、手当、給付付

き税額控除への切り替えを行い、下への格差拡大を食い止め」るとして、「子育てを

社会全体で支える観点から、『配偶者控除』『扶養控除（一般。高校生・大学生等を

対象とする特定扶養控除、老人扶養控除は含まない。）』は『子ども手当』へ転換し

ます」と明言した(15)。しかし、民主党政権時代には見直しないし改正への具体的な

動きは見られなかった。 

                                                                                 

(14) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第３号（平成29年２月16日）」34頁。 

(15) 「民主党政策集 index2009」19頁。 
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   第二次安倍内閣発足以後、平成25年６月14日の「日本再興戦略～JAPAN is BACK～」

（閣議決定）において「女性の活躍推進」のために「男女が共に仕事と子育て等を両

立できる環境の整備」の一環として「働き方の選択に関して中立的な税制・社会保障

制度の検討を行う」ことが打ち出された(16)。同年、安倍内閣総理大臣は政府税制調

査会に「女性の就労拡大を抑制する効果をもたらしている現在の税・社会保障制度の

見直し及び働き方に中立的な制度について検討を行ってもらいたい」という指示を行

い、これを受けて政府税制調査会における議論が始められた(17)。ここで配偶者控除

の見直し、さらに人的控除や給与所得控除などのあり方に関して意見などが交わされ

たようであり、「当税制調査会としては、女性の働き方の選択に対して中立的な社会

制度を構築していくためには、税制にとどまらず社会保険制度や企業の賃金制度等に

おける課題に対しても合わせて検討が進められることが必要と考える」が「その中で

税制としてどのような対応が考えられるか、これまでの議論を踏まえ、引き続き幅広

く検討を進める」、「個人所得課税について、経済社会の構造変化や厳しい財政事情

等も踏まえ、所得再分配機能や財源調達機能といった、基幹税としての役割を適切に

発揮させるため、課税ベースや控除の在り方等についても、中長期的な観点から、幅

広く議論を行っていく」とまとめられた(18)。 

   平成26年11月７日に、政府税制調査会は「働き方の選択に対して中立的な税制の構

築をはじめとする個人所得課税改革に関する論点整理（第一次レポート）」（以下、

「第一次レポート」）をまとめた。ここにおいては、配偶者控除の問題点への指摘と

して「片働きを一方的に優遇するなど、個々人の働くことへの選択を歪めることは適

当ではない」、「『パート世帯』においては、配偶者が基礎控除の適用を受けるとと

もに納税者本人も配偶者控除の適用を受けている（いわゆる『二重の控除』が行われ

ている）ため、『片働き世帯』や『共働き世帯』よりも控除額の合計額が多く、アン

バランスが生じている」、「配偶者の収入が103万円を超えると納税者本人が配偶者

控除を受けられなくなることが配偶者の就労を抑制する『壁』になっている」ことが

あげられた。その上で、今後の選択肢として「配偶者控除の廃止と子育て支援の拡

充」、「配偶者控除の適用に所得制限を設けるとともに子育て支援を拡充」、「いわ

                                                                                 

(16) 「日本再興戦略～JAPAN is BACK～」（平成25年６月14日閣議決定）33頁。 

(17) 政府税制調査会「女性の働き方の選択に対して中立的な税制の検討にあたっての論点整理

（平成26年６月11日）」１頁。 

(18) 「第一次レポート」２頁。 
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ゆる移転的基礎控除の導入と子育て支援の拡充」、「いわゆる移転的基礎控除の導

入・税額控除化と子育て支援の拡充」および「『夫婦世帯』を対象とする新たな控除

の導入と子育て支援の拡充」が示され、それぞれの論点も摘示された(19)。 

   さらに、平成27年11月13日に政府税制調査会がまとめた「経済社会の構造変化を踏

まえた税制のあり方に関する論点整理」は、「個人所得課税については、所得再分配

機能の回復を図り、経済力に応じた公平な負担を実現するための見直しを行う必要が

ある」として、「第一次レポート」において提示された５つの選択肢についての検討

を深める必要性を述べ、さらに「『ひとり親世帯』や単身の低所得者も存在すること

から、世帯の多様性を踏まえた丁寧な議論が必要である」ことを指摘している(20)。

また、ゼロ税率や税額控除の採用についての検討の必要性も訴えている(21)。 

   他方、平成28年６月２日の「経済財政運営と改革の基本方針2016～600兆円経済へ

の道筋～」（閣議決定。以下、「骨太の方針2016」）は「税制の構造改革」として

「経済社会の構造が大きく変化する中、引き続き、税体系全般にわたるオーバーホー

ルを進める」、「特に、個人所得課税や資産課税については、政府税制調査会が取り

まとめたこれまでの論点整理に沿って、同調査会における更なる議論も踏まえつつ、

経済社会の構造変化を踏まえた税制の構造的な見直しを計画期間中のできるだけ早期

に行う」とした(22)。 

   しかし、政府税制調査会において、配偶者控除・配偶者特別控除をどのように見直

すのかについて、委員の間に意見の相違があり、取りまとめまでには至らなかった。

すなわち、平成28年11月14日の「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関す

る中間報告」（以下、「中間報告」）において、「働き方の選択に対して中立的な税

制を構築する観点から現在の配偶者控除を更に見直すことが適当であり、その際には

税収中立を堅持する必要があるとの方向性で一致した」が、①「配偶者控除を廃止す

                                                                                 

(19)  「第一次レポート」４頁、７頁。ここで「いわゆる移転的基礎控除」は「配偶者の所得の計

算において控除しきれなかった基礎控除を納税者本人に移転するための仕組み」、｢『夫婦世

帯』を対象とする新たな控除」は「夫婦世帯に対し配偶者の収入にかかわらず適用される新た

な控除」と説明されている。森信茂樹「アベノミクスと税・社会保障の現状」森信茂樹編著

『税と社会保障でニッポンをどう再生するか』（2017年、日本実業出版社）53頁も参照。 

(20) 政府税制調査会「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理（平成27年

11月13日）」４頁、６頁。 

(21) 政府税制調査会・前掲注(20)８頁。 

(22) 「骨太の方針2016」43頁。 
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るとともに廃止によって生じる財源を子育て支援の拡充に充てる」、②「配偶者控除

に代えて移転的基礎控除を税額控除方式で導入する」、③「配偶者控除に代えて夫婦

世帯を対象とした新たな控除を設ける」の三案が併記される形となった(23)。このう

ち、①は中立的な制度となりうるが、他の所得控除との整合性などの問題があるとさ

れる。次に、②は中立性に資し、所得再分配機能の回復にも資するが、世帯単位で税

負担を捉える考え方であり、現行の所得税制との兼ね合いが問題となるとされる(24)。

そして、③は現行の配偶者控除とは異なり、配偶者の収入が一定額以下であることに

よって居住者の担税力の減殺を調整するものではない上に、具体的にいかなる内容の

控除（所得控除か税額控除かは不明）とするかにより、様々な問題が生じうる。その

ため、政府税制調査会は「少子化対策の観点からまずは夫婦の形成を支援することに

意義があるが、夫婦ではなく子供に着目した支援を行う方が直接的ではないか、離別

や死別により支援がなくなることをどう考えるべきか、といった課題がある」と述べ

るが(25)、例えばシングルマザーの子育てについては何の支援にもならないから、少

子化対策の観点からしても有益とは言い難い。むしろ、税制により不合理な差別を助

長することにならないのか、という疑問も生じうるところであろう。 

   なお、「中間報告」においては④「税収中立の考え方を踏まえつつ、配偶者の収入

制限である『103万円』を引き上げる」という案も、上記三案とは別に意見として示

されている。これは「配偶者控除に係る『103万円』という水準が企業の配偶者手当

の支給基準として援用されていることなどが就業調整という喫緊の課題の一因ではな

いかとの指摘に対応する観点」に立つものであるが(26)、結果的にはこの④を基本と

する内容が税制改正において実現されることとなった。 

   「中間報告」は、配偶者控除・配偶者特別控除以外の所得控除についても、所得再

分配機能の回復という観点からの見直しの必要性を述べている。但し、政府税制調査

                                                                                 

(23) 「中間報告」４頁。 

(24) たしかに、現行の所得税制は個人単位課税を基本とするが、所得税法第56条など、世帯単位

課税と言えるものも存在する。なお、所得税法第56条については、遠別町（北海道）、平取町

（北海道）、福島市および築上町（福岡県）の各議会から廃止を求める意見書が、明日香村

（奈良県）および神埼市（佐賀県）の各議会から見直しを求める意見書が、国会に提出されて

いる（「第193回国会衆議院財務金融委員会議録第１号（平成29年２月14日）」１頁において

紹介されている。但し、各意見書の内容は明らかにされていない）。 

(25) 「中間報告」５頁。 

(26) 「中間報告」５頁。 

－ 200 －
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ゆる移転的基礎控除の導入と子育て支援の拡充」、「いわゆる移転的基礎控除の導

入・税額控除化と子育て支援の拡充」および「『夫婦世帯』を対象とする新たな控除

の導入と子育て支援の拡充」が示され、それぞれの論点も摘示された(19)。 

   さらに、平成27年11月13日に政府税制調査会がまとめた「経済社会の構造変化を踏

まえた税制のあり方に関する論点整理」は、「個人所得課税については、所得再分配

機能の回復を図り、経済力に応じた公平な負担を実現するための見直しを行う必要が

ある」として、「第一次レポート」において提示された５つの選択肢についての検討

を深める必要性を述べ、さらに「『ひとり親世帯』や単身の低所得者も存在すること

から、世帯の多様性を踏まえた丁寧な議論が必要である」ことを指摘している(20)。

また、ゼロ税率や税額控除の採用についての検討の必要性も訴えている(21)。 

   他方、平成28年６月２日の「経済財政運営と改革の基本方針2016～600兆円経済へ

の道筋～」（閣議決定。以下、「骨太の方針2016」）は「税制の構造改革」として

「経済社会の構造が大きく変化する中、引き続き、税体系全般にわたるオーバーホー

ルを進める」、「特に、個人所得課税や資産課税については、政府税制調査会が取り

まとめたこれまでの論点整理に沿って、同調査会における更なる議論も踏まえつつ、

経済社会の構造変化を踏まえた税制の構造的な見直しを計画期間中のできるだけ早期

に行う」とした(22)。 

   しかし、政府税制調査会において、配偶者控除・配偶者特別控除をどのように見直

すのかについて、委員の間に意見の相違があり、取りまとめまでには至らなかった。

すなわち、平成28年11月14日の「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関す

る中間報告」（以下、「中間報告」）において、「働き方の選択に対して中立的な税

制を構築する観点から現在の配偶者控除を更に見直すことが適当であり、その際には

税収中立を堅持する必要があるとの方向性で一致した」が、①「配偶者控除を廃止す

                                                                                 

(19)  「第一次レポート」４頁、７頁。ここで「いわゆる移転的基礎控除」は「配偶者の所得の計

算において控除しきれなかった基礎控除を納税者本人に移転するための仕組み」、｢『夫婦世

帯』を対象とする新たな控除」は「夫婦世帯に対し配偶者の収入にかかわらず適用される新た

な控除」と説明されている。森信茂樹「アベノミクスと税・社会保障の現状」森信茂樹編著

『税と社会保障でニッポンをどう再生するか』（2017年、日本実業出版社）53頁も参照。 

(20) 政府税制調査会「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理（平成27年

11月13日）」４頁、６頁。 

(21) 政府税制調査会・前掲注(20)８頁。 

(22) 「骨太の方針2016」43頁。 
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るとともに廃止によって生じる財源を子育て支援の拡充に充てる」、②「配偶者控除

に代えて移転的基礎控除を税額控除方式で導入する」、③「配偶者控除に代えて夫婦

世帯を対象とした新たな控除を設ける」の三案が併記される形となった(23)。このう

ち、①は中立的な制度となりうるが、他の所得控除との整合性などの問題があるとさ

れる。次に、②は中立性に資し、所得再分配機能の回復にも資するが、世帯単位で税

負担を捉える考え方であり、現行の所得税制との兼ね合いが問題となるとされる(24)。

そして、③は現行の配偶者控除とは異なり、配偶者の収入が一定額以下であることに

よって居住者の担税力の減殺を調整するものではない上に、具体的にいかなる内容の

控除（所得控除か税額控除かは不明）とするかにより、様々な問題が生じうる。その

ため、政府税制調査会は「少子化対策の観点からまずは夫婦の形成を支援することに

意義があるが、夫婦ではなく子供に着目した支援を行う方が直接的ではないか、離別

や死別により支援がなくなることをどう考えるべきか、といった課題がある」と述べ

るが(25)、例えばシングルマザーの子育てについては何の支援にもならないから、少

子化対策の観点からしても有益とは言い難い。むしろ、税制により不合理な差別を助

長することにならないのか、という疑問も生じうるところであろう。 

   なお、「中間報告」においては④「税収中立の考え方を踏まえつつ、配偶者の収入

制限である『103万円』を引き上げる」という案も、上記三案とは別に意見として示

されている。これは「配偶者控除に係る『103万円』という水準が企業の配偶者手当

の支給基準として援用されていることなどが就業調整という喫緊の課題の一因ではな

いかとの指摘に対応する観点」に立つものであるが(26)、結果的にはこの④を基本と

する内容が税制改正において実現されることとなった。 

   「中間報告」は、配偶者控除・配偶者特別控除以外の所得控除についても、所得再

分配機能の回復という観点からの見直しの必要性を述べている。但し、政府税制調査

                                                                                 

(23) 「中間報告」４頁。 

(24) たしかに、現行の所得税制は個人単位課税を基本とするが、所得税法第56条など、世帯単位

課税と言えるものも存在する。なお、所得税法第56条については、遠別町（北海道）、平取町

（北海道）、福島市および築上町（福岡県）の各議会から廃止を求める意見書が、明日香村

（奈良県）および神埼市（佐賀県）の各議会から見直しを求める意見書が、国会に提出されて

いる（「第193回国会衆議院財務金融委員会議録第１号（平成29年２月14日）」１頁において

紹介されている。但し、各意見書の内容は明らかにされていない）。 

(25) 「中間報告」５頁。 

(26) 「中間報告」５頁。 
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会の方向性は、税額控除方式の拡充などではなく、高所得者について所得控除額が逓

減ないし消失する所得控除制度の採用を軸とするもののようである(27)。また、具体

的な方向は十分に示されていないが、「働き方の多様化」との関連で、「家族構成な

どの人的な事情に応じた負担調整を行う『人的控除』の役割の重要性が高まっている

と考えられる」として、基礎控除などの人的控除のあり方の見直しを提言している(28)。 

   以上のような政府税制調査会における議論に対し、地方財政審議会は、平成28年11

月18日にまとめられた「平成29年度地方税制改正等に関する地方財政審議会意見～地

方分権の基盤となる地方税の充実に向けて～」（以下、「地財審意見」）において次

のように見解を述べている。 

   まず、「個人所得課税改革」については、「近年の地方財政を取り巻く厳しい現状

の下、個人住民税の充実・確保を図りながら、その性格や役割を踏まえて検討する必

要があ」り、「個人住民税は、地域住民が地域社会の会費をその能力に応じ、広く負

担を分任するという性格（地域社会の会費的性格）を有」し、平成18年度税制改正に

おける所得割の比例税率化によって「個人住民税の応益的性格がより明確化されると

ともに、人口一人当たり税収の格差が縮小し、個人住民税はより偏在性の小さい税と

なった。こうした改革の方向性は、引き続き重視すべきである」と述べる(29)。その

上で、政府税制調査会における議論の重心が所得税に偏っていると捉えられたためで

あろうか、「個人住民税所得割は比例税率であるのに対し、所得税は累進税率となっ

ている。個人所得課税改革の検討にあたっては、それぞれの税の性格等に応じた役割

分担を明確化する方向で検討を進めるべきである。特に、比例税率であることは、所

得控除、ゼロ税率、税額控除のいずれを選択しても税負担調整の効果が同じとなるこ

とに留意が必要である」と述べる(30)。 

   また、配偶者控除・配偶者特別控除については、政府税制調査会において議論され

た改革案のそれぞれに対する評価は避けられ、「この課題は、家族のあり方や働き方

に関する国民の価値観に深く関わる問題でもあることから、国民的議論が十分に尽く

される必要がある」、「配偶者控除のあり方については、所得税における制度改正の

                                                                                 

(27) 「中間報告」６頁。 

(28) 「中間報告」７頁。 

(29) 「地財審意見」７頁。なお、「地財審意見」の解説として東田晃拓「『平成29年度地方税制

改正等に関する地方財政審議会意見』について」地方税2017年１月号152頁がある。 

(30) 「地財審意見」８頁。また、「税収の地域間の格差が拡大しないようにすべきである」とも

述べられている。 
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方向性を見極めつつ、これまで述べてきた個人住民税の性格・役割を踏まえて検討す

ることが重要である」と述べられるに留まっているが、「個人住民税の人的控除は、

個人住民税の地域社会の会費的性格から、所得税と同様の体系としながら、その金額

が所得税より低く設定されていることに」注意を向けている(31)。 

   政府税制調査会が意見をまとめることができず、地方財政審議会も積極的な見解表

明を手控えたのに対し、「個人所得課税改革」の一端としての配偶者控除・配偶者特

別控除の見直しは、政治により決着が図られることとなる。 

   平成28年10月から与党の税制調査会が動き出し、11月24日に自由民主党税制調査会

正副顧問・幹事会および小委員会において個人所得課税改革の審議が行われた(32)。

この場において「中間報告」などの説明聴取がなされているが、会長の宮沢洋一氏が

既に財務省および総務省に作成を指示していた配偶者控除・配偶者特別控除の見直し

案が検討されている。また、12月１日にも正副顧問・幹事会および小委員会が開催さ

れ、討議がなされている。この見直し案を参照することはできなかったが、おそらく

「中間報告」における④と同旨であり、平成29年度与党税制改正大綱にそのまま取り

入れられたものと思われる。 

   その後、同月７日に自由民主党税制調査会正副顧問・幹事会および小委員会におい

て最終的取りまとめが行われ、翌日に平成29年度与党税制改正大綱が取りまとめられ

た。なお、与党間の意見調整は11月25日、12月２日、同月６日および７日に行われて

いる。 

   なお、平成29年１月27日に開かれた政府税制調査会において、同調査会特別委員の

神津里季生氏（日本労働組合総連合会）による意見書が提出された。神津氏は「わが

国の経済社会の現状を踏まえると、個人所得税改革の最も重要な論点は所得再分配機

能の強化であり、配偶者控除はもちろん人的控除全体の見直しも含めた個人所得税の

再構築が必要であることを主張して」きたが「平成29年度税制改正案の内容が配偶者

控除の見直しといった部分的な制度変更にとどまったことは」遺憾であり、「今回の

税制改正案は、当調査会の議論の方向とは異なり、目先の対応にとらわれた与党の意

向が強く反映された内容になってしまったとの印象」を受けたと批判している(33)。 

                                                                                 
(31) 「地財審意見」９頁。 

(32) 以下、この部分は総務省自治税務局企画課他・前掲注(１)22頁に基づく。 

(33) http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2016/28zen9kai8.pdf この日の税制調査会において

財務省および総務省から平成29年度税制改革に関する説明が行われたが、神津氏は当日の税制

調査会を欠席した。 
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会の方向性は、税額控除方式の拡充などではなく、高所得者について所得控除額が逓

減ないし消失する所得控除制度の採用を軸とするもののようである(27)。また、具体

的な方向は十分に示されていないが、「働き方の多様化」との関連で、「家族構成な

どの人的な事情に応じた負担調整を行う『人的控除』の役割の重要性が高まっている

と考えられる」として、基礎控除などの人的控除のあり方の見直しを提言している(28)。 

   以上のような政府税制調査会における議論に対し、地方財政審議会は、平成28年11

月18日にまとめられた「平成29年度地方税制改正等に関する地方財政審議会意見～地

方分権の基盤となる地方税の充実に向けて～」（以下、「地財審意見」）において次

のように見解を述べている。 

   まず、「個人所得課税改革」については、「近年の地方財政を取り巻く厳しい現状

の下、個人住民税の充実・確保を図りながら、その性格や役割を踏まえて検討する必

要があ」り、「個人住民税は、地域住民が地域社会の会費をその能力に応じ、広く負

担を分任するという性格（地域社会の会費的性格）を有」し、平成18年度税制改正に

おける所得割の比例税率化によって「個人住民税の応益的性格がより明確化されると

ともに、人口一人当たり税収の格差が縮小し、個人住民税はより偏在性の小さい税と

なった。こうした改革の方向性は、引き続き重視すべきである」と述べる(29)。その

上で、政府税制調査会における議論の重心が所得税に偏っていると捉えられたためで

あろうか、「個人住民税所得割は比例税率であるのに対し、所得税は累進税率となっ

ている。個人所得課税改革の検討にあたっては、それぞれの税の性格等に応じた役割

分担を明確化する方向で検討を進めるべきである。特に、比例税率であることは、所

得控除、ゼロ税率、税額控除のいずれを選択しても税負担調整の効果が同じとなるこ

とに留意が必要である」と述べる(30)。 

   また、配偶者控除・配偶者特別控除については、政府税制調査会において議論され

た改革案のそれぞれに対する評価は避けられ、「この課題は、家族のあり方や働き方

に関する国民の価値観に深く関わる問題でもあることから、国民的議論が十分に尽く

される必要がある」、「配偶者控除のあり方については、所得税における制度改正の

                                                                                 

(27) 「中間報告」６頁。 

(28) 「中間報告」７頁。 

(29) 「地財審意見」７頁。なお、「地財審意見」の解説として東田晃拓「『平成29年度地方税制

改正等に関する地方財政審議会意見』について」地方税2017年１月号152頁がある。 

(30) 「地財審意見」８頁。また、「税収の地域間の格差が拡大しないようにすべきである」とも

述べられている。 
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方向性を見極めつつ、これまで述べてきた個人住民税の性格・役割を踏まえて検討す

ることが重要である」と述べられるに留まっているが、「個人住民税の人的控除は、

個人住民税の地域社会の会費的性格から、所得税と同様の体系としながら、その金額

が所得税より低く設定されていることに」注意を向けている(31)。 

   政府税制調査会が意見をまとめることができず、地方財政審議会も積極的な見解表

明を手控えたのに対し、「個人所得課税改革」の一端としての配偶者控除・配偶者特

別控除の見直しは、政治により決着が図られることとなる。 

   平成28年10月から与党の税制調査会が動き出し、11月24日に自由民主党税制調査会

正副顧問・幹事会および小委員会において個人所得課税改革の審議が行われた(32)。

この場において「中間報告」などの説明聴取がなされているが、会長の宮沢洋一氏が

既に財務省および総務省に作成を指示していた配偶者控除・配偶者特別控除の見直し

案が検討されている。また、12月１日にも正副顧問・幹事会および小委員会が開催さ

れ、討議がなされている。この見直し案を参照することはできなかったが、おそらく

「中間報告」における④と同旨であり、平成29年度与党税制改正大綱にそのまま取り

入れられたものと思われる。 

   その後、同月７日に自由民主党税制調査会正副顧問・幹事会および小委員会におい

て最終的取りまとめが行われ、翌日に平成29年度与党税制改正大綱が取りまとめられ

た。なお、与党間の意見調整は11月25日、12月２日、同月６日および７日に行われて

いる。 

   なお、平成29年１月27日に開かれた政府税制調査会において、同調査会特別委員の

神津里季生氏（日本労働組合総連合会）による意見書が提出された。神津氏は「わが

国の経済社会の現状を踏まえると、個人所得税改革の最も重要な論点は所得再分配機

能の強化であり、配偶者控除はもちろん人的控除全体の見直しも含めた個人所得税の

再構築が必要であることを主張して」きたが「平成29年度税制改正案の内容が配偶者

控除の見直しといった部分的な制度変更にとどまったことは」遺憾であり、「今回の

税制改正案は、当調査会の議論の方向とは異なり、目先の対応にとらわれた与党の意

向が強く反映された内容になってしまったとの印象」を受けたと批判している(33)。 

                                                                                 
(31) 「地財審意見」９頁。 

(32) 以下、この部分は総務省自治税務局企画課他・前掲注(１)22頁に基づく。 

(33) http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2016/28zen9kai8.pdf この日の税制調査会において

財務省および総務省から平成29年度税制改革に関する説明が行われたが、神津氏は当日の税制

調査会を欠席した。 
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〔３〕改正事項に取り入れられなかったもの 

   配偶者控除・配偶者特別控除の見直し以外の主要改正事項については後に概観する

こととして、ここでは平成29年度税制改正に盛り込まれず、検討事項とされた森林環

境税（仮称）およびゴルフ場利用税について取り上げておく。 

 

(１) 森林環境税(34) 

   「森林環境税」（高知県）、「水源環境保全税」（神奈川県）、「横浜みどり税」

（横浜市）など、名称こそ様々であるが、既に37府県および横浜市は、森林環境およ

び水源環境の保全を目的として、個人住民税および法人住民税の均等割の超過課税を

行っている(35)。しかし、地球温暖化対策の一環としての森林整備は全国的な課題で

あり、また平成14年に京都議定書を受諾し（採択は平成９年）、平成28年11月にパリ

協定を締結（採択は平成27年）した日本にとって、森林整備は二酸化炭素削減の目標

を達成するための手段でもある。このための財源を確保することを目的とする租税は、

平成16年度より環境省から導入の要望が出されるなど、長らく検討課題とされてきた。

そして、農林水産省、環境省および林野庁から森林環境税の創設（の検討）が平成29

年度税制改正に対する要望として打ち出された。また、全国町村会副会長の更谷慈禧

氏（十津川村長、奈良県町村会長）は、平成28年10月19日に開かれた自由民主党「予

算・税制に関する政策懇談会」において森林環境税の早期導入を求めた(36)。一方、

地方財政審議会は、「森林整備等に関する市町村の役割の強化等の施策が講じられる

こと」を求めた上で、「税制等の新たな仕組みを検討する際には、国・都道府県・市

町村の森林整備等に係る役割分担等について、一部の地方自治体が独自に実施してい

                                                                                 

(34) 本来は仮称であるが「森林環境税」の表記とする。なお、この部分についても、総務省自治

税務局企画課他・前掲注(１)83頁に多くを負っていることをお断りしておく。 

(35) 但し、「水源環境保全税」（神奈川県）の場合は個人住民税の所得割および均等割について

超過課税が行われ、法人住民税については行われない（神奈川県税条例附則第39条）。また、

「豊かな森を育てる府民税」（京都府）および「森林環境税」（大阪府）の場合は個人住民税

の均等割のみについて超過課税が行われる（京都府豊かな森を育てる府民税条例第３条、大阪

府森林の有する公益的機能を維持増進するための環境の整備に係る個人の府民税の税率の特例

に関する条例第２条）。遠藤真弘「森林環境税 ― これまでの経緯と創設に向けた論点 ― 」

調査と情報875号（2015年）、「平成28年度東京都税制調査会第１回小委員会〔環境税制に関

する資料〕（平成28年６月３日）」28頁、総務省自治税務局「森林環境税（仮称）の検討状況

について（平成29年10月）」も参照。 

(36) 全国町村会「自由民主党『予算・税制に関する政策懇談会』に更谷副会長が出席（10/19）」

（http://www.zck.or.jp/activities/281020/281020index.html）。 
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る超過課税との関係にも留意しつつ、整理するとともに、国民負担のあり方などにつ

いて、地方自治体からの意見等も踏まえ、幅広く丁寧な検討が必要である」と述べて

いる(37)。 

   平成29年度与党税制改正大綱は、「森林吸収源対策」として「2020年度及び2020年

以降の温室効果ガス削減目標の達成に向けて、森林吸収源対策及び地方の地球温暖化

対策に関する安定的な財源の確保」のための措置を講ずるとし、森林整備や木材利用

の推進のために市町村が果たす役割（林地台帳の整備など）が重要であるから「市町

村が主体となって実施する森林整備等に必要な財源に充てる」ために森林環境税を創

設することを検討する旨を述べる(38)。仕組みとしては「個人住民税均等割の枠組み

の活用を含め都市・地方を通じて国民に等しく負担を求めることを基本とする」が、

具体的な内容についてはさらなる検討課題とされ、平成30年度税制改正において結論

を得ることとされている(39)。 

   しかし、「個人住民税均等割の枠組みの活用」が軸になるとすれば、先行する地方

税と課税客体および課税標準を同じくすることとなり、課税自主権の侵害を意味する

こととなる。全国知事会も、「これまで森林整備等に都道府県が積極的に関わってき

ていることについての対応、都道府県を中心として独自に課税している森林環境税等

との関係については示されておらず、また、税収を全額地方税財源とすること等の具

体の制度設計についても触れられていない」と批判し、「税収は全額地方の税財源と

なるよう制度設計するとともに、都道府県の役割や都道府県を中心として独自に課税

している森林環境税等との関係について、しっかりと調整する」ことを要求してい

る(40)。また、全国市長会は「恒久財源の確保は必要不可欠」としながらも「国民に

等しく負担を求める以上、新たな仕組みの導入に際しては、国・都道府県・市町村の

役割分担をしっかり整理したうえで、我々都市自治体の意見を十分に踏まえていただ

きたい」と主張している(41)。 

 

                                                                                 

(37) 「地財審意見」17頁。 

(38) 平成29年度与党税制改正大綱14頁。 

(39) 平成29年度与党税制改正大綱15頁。 

(40) 全国知事会 ｢『平成29年度与党税制改正大綱』について」（平成28年12月８日。 

  http://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/2/161208%20zeiseikaisei.pdf）。 

(41) 全国市長会「平成29年度与党税制改正大綱について」（平成28年12月８日。 

  http://www.mayors.or.jp/p_opinion/documents/281208yotoutaikou_comment.pdf）。 
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〔３〕改正事項に取り入れられなかったもの 

   配偶者控除・配偶者特別控除の見直し以外の主要改正事項については後に概観する

こととして、ここでは平成29年度税制改正に盛り込まれず、検討事項とされた森林環

境税（仮称）およびゴルフ場利用税について取り上げておく。 

 

(１) 森林環境税(34) 

   「森林環境税」（高知県）、「水源環境保全税」（神奈川県）、「横浜みどり税」

（横浜市）など、名称こそ様々であるが、既に37府県および横浜市は、森林環境およ

び水源環境の保全を目的として、個人住民税および法人住民税の均等割の超過課税を

行っている(35)。しかし、地球温暖化対策の一環としての森林整備は全国的な課題で

あり、また平成14年に京都議定書を受諾し（採択は平成９年）、平成28年11月にパリ

協定を締結（採択は平成27年）した日本にとって、森林整備は二酸化炭素削減の目標

を達成するための手段でもある。このための財源を確保することを目的とする租税は、

平成16年度より環境省から導入の要望が出されるなど、長らく検討課題とされてきた。

そして、農林水産省、環境省および林野庁から森林環境税の創設（の検討）が平成29

年度税制改正に対する要望として打ち出された。また、全国町村会副会長の更谷慈禧

氏（十津川村長、奈良県町村会長）は、平成28年10月19日に開かれた自由民主党「予

算・税制に関する政策懇談会」において森林環境税の早期導入を求めた(36)。一方、

地方財政審議会は、「森林整備等に関する市町村の役割の強化等の施策が講じられる

こと」を求めた上で、「税制等の新たな仕組みを検討する際には、国・都道府県・市

町村の森林整備等に係る役割分担等について、一部の地方自治体が独自に実施してい

                                                                                 

(34) 本来は仮称であるが「森林環境税」の表記とする。なお、この部分についても、総務省自治

税務局企画課他・前掲注(１)83頁に多くを負っていることをお断りしておく。 

(35) 但し、「水源環境保全税」（神奈川県）の場合は個人住民税の所得割および均等割について

超過課税が行われ、法人住民税については行われない（神奈川県税条例附則第39条）。また、

「豊かな森を育てる府民税」（京都府）および「森林環境税」（大阪府）の場合は個人住民税

の均等割のみについて超過課税が行われる（京都府豊かな森を育てる府民税条例第３条、大阪

府森林の有する公益的機能を維持増進するための環境の整備に係る個人の府民税の税率の特例

に関する条例第２条）。遠藤真弘「森林環境税 ― これまでの経緯と創設に向けた論点 ― 」

調査と情報875号（2015年）、「平成28年度東京都税制調査会第１回小委員会〔環境税制に関

する資料〕（平成28年６月３日）」28頁、総務省自治税務局「森林環境税（仮称）の検討状況

について（平成29年10月）」も参照。 

(36) 全国町村会「自由民主党『予算・税制に関する政策懇談会』に更谷副会長が出席（10/19）」

（http://www.zck.or.jp/activities/281020/281020index.html）。 
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る超過課税との関係にも留意しつつ、整理するとともに、国民負担のあり方などにつ
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体の制度設計についても触れられていない」と批判し、「税収は全額地方の税財源と
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る(40)。また、全国市長会は「恒久財源の確保は必要不可欠」としながらも「国民に
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(37) 「地財審意見」17頁。 

(38) 平成29年度与党税制改正大綱14頁。 

(39) 平成29年度与党税制改正大綱15頁。 

(40) 全国知事会 ｢『平成29年度与党税制改正大綱』について」（平成28年12月８日。 

  http://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/2/161208%20zeiseikaisei.pdf）。 

(41) 全国市長会「平成29年度与党税制改正大綱について」（平成28年12月８日。 

  http://www.mayors.or.jp/p_opinion/documents/281208yotoutaikou_comment.pdf）。 
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(２) ゴルフ場利用税 

   地方税法第75条以下に規定されるゴルフ場利用税は道府県税であり、その税収の10

分の７がゴルフ場所在の市町村または特別区に交付されることとされる（同第103

条）。このため、道府県はもとより、実質的には市町村にとっても貴重な財源の一つ

となっている。しかし、前身の娯楽施設利用税について合憲性が争われ、最一小判昭

和50年２月６日集民114号117頁は合憲としたものの、スポーツ施設の利用のうちゴル

フ場についてのみが課税の対象となることに疑念が寄せられ、さらに、消費両税との

二重課税が疑われるなど、問題が少なくない税目である(42)。国会においても廃止す

べしという趣旨の質疑がなされたこともある(43)。国の機関では、平成24年以来（税

制改正への要望としては平成25年度分以来）、５年続けて文部科学省がゴルフ場利用

税の廃止を要望し続けてきた。その理由として、スポーツ基本法第２条を引き合いに

出し、ゴルフが「国民スポーツ、生涯スポーツとして国民に広く親しまれ、また、

2016年リオデジャネイロオリンピックから正式競技となった」ことから「多種多様な

スポーツの中で唯一ゴルフのみが課税されている現状を解消し、生涯スポーツ社会の

実現を目指す」と主張されている(44)。 

   しかし、ゴルフ場利用税の廃止の提案に対しては地方公共団体側の反発が強い。地

方財政審議会も、ゴルフ場利用税の税収が500億円近くにのぼり、その「７割が市町

村に交付される仕組みを通じて、財源に乏しい市町村の貴重な財源となっている」こ

と、「ゴルフ場の多くは、山林原野を切り開いて開設されており、周辺の環境に大き

な影響を与えている」こと、「特に当該自治体の区域外から来場することが多いゴル

フ場の利用者が、広大な土地を少人数で占有する形でゴルフ場を利用し、特段の負担

を負うことなくこれらの行政サービスを享受することは不公平であ」ること、「ゴル

フ場におけるラウンドは、他のスポーツとは事情が異な」り、「営業や仕事上のつき

                                                                                 

(42) ゴルフ場利用税は直接消費税であり、納税義務者はゴルフ場利用者（地方税法第75条）、ゴ

ルフ場経営者等は特別徴収義務者である（同第83条）。これに対し、消費両税は間接消費税で

あるから、ゴルフ場のプレイ料金についての納税義務者は事業者たるゴルフ場経営者等であり

（消費税法第４条第１項）、ゴルフ場利用者は担税者にすぎない。従って、ゴルフ場利用税と

消費両税は納税義務者を異にしており、法的二重課税の例に該当しない。但し、ゴルフ場利用

税もプレイ料金に含まれる形で徴収されるため、ゴルフ場利用者はゴルフ場利用税および消費

両税を負担させられることとなる。その意味において経済的二重課税に該当すると考えられる。 

(43) 第187回国会における例について、拙稿・前掲注(５)自治総研2015年12月号53頁を参照。 

(44) 「平成29年度文部科学省税制改正要望事項」（平成28年８月30日。 

  http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2016/08/30/1376641_4.pdf）。 

 

－ 15 － 

 

合い、娯楽等で行われるケースも多い」こと、「比較的高額な支出を伴う行為であり、

十分な担税力も認められる」こと、「ゴルフがスポーツであることや、東京オリン

ピックの正式競技とされたことは、課税の必要性や合理性に影響を及ぼす事柄ではな

い」ことなどをあげ、「今後も維持していく必要がある」と述べる(45)。 

   これを受ける形で、平成29年度与党税制改正大綱は「ゴルフ場利用税については、

今後長期的に検討する」とした(46)。 

 

 

 3. 地方税法等一部改正法（案）の概要 
 

 前述のように、地方税法等一部改正法の内容は多岐にわたるが、主要な改正点は個人住

民税（「配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し」、「県費負担教職員の給与負担に係る

改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」）、車体課税〔「自動車取得税、自動車

税及び軽自動車税の税率の軽減等の特例措置」の見直し、および適用期限の延長（平成31

年３月31日）〕、「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」などである。また、

「税負担軽減措置等の整理合理化等」に含められているものと思われるが、地方税法第１

章（「総則」）の一部改正も重要であろう。そこで、これらの改正について概観していく。 

 

(１) 配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   既に概観した通り、政府税制調査会は配偶者控除・配偶者特別控除の見直しに検討

を重ねたものの、意見を取りまとめるまでに至らなかった。結局、自由民主党税制調

査会において宮沢氏が作成を指示した見直し案が検討され、配偶者控除に所得制限を

設けつつ、配偶者特別控除について配偶者の合計所得金額を、所得税については38万

円から85万円に引き上げることとなった。従って、仮に配偶者が給与所得のみを得て

おり、給与収入が150万円以下であれば、配偶者特別控除が適用されることとなる。

なお、この150万円については、「安倍内閣が目指している最低賃金の全国加重平均

額である1,000円の時給で１日６時間、週５日勤務した場合の年収（144万円）を上回

                                                                                 

(45) 「地財審意見」17頁。 

(46) 平成29年度与党税制改正大綱133頁。全国知事会・前掲注(40)、全国市長会・前掲(41)も参

照。 
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(45) 「地財審意見」17頁。 

(46) 平成29年度与党税制改正大綱133頁。全国知事会・前掲注(40)、全国市長会・前掲(41)も参

照。 
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る」と説明される(47)。 

   平成29年度与党税制改正大綱は、配偶者控除が「一定の収入以下の扶養親族を有す

る場合に、それぞれの事情に応じて納税者の担税力の減殺を調整する」方法の一つで

あり、これを廃止することは「配偶者に係る配慮を何ら行わないこと」につながると

して配偶者控除の廃止の意見を退ける。また、「夫婦世帯を対象とした新たな控除」

についても「控除の適用に当たって夫婦世帯の所得に上限を設けることが必要になる」

が「わが国においては個人単位課税を採用しており、世帯単位で所得を把握すること

が難しい」、「夫婦世帯を対象に新たな控除を設けることについて、国民の理解が深

まっているとは言えない」とする。他方、税制上は「103万円の壁」が解消している

ものの、心理的な壁としては作用し続け、「パート収入を一定の範囲内に抑えるため

に就業時間を抑える傾向は、最低賃金が引き上げられていくにつれ、更に強まるので

はないかということが懸念される」ために、配偶者特別控除の上限額を引き上げるこ

ととした、と述べる(48)。 

   これを受ける形で、所得税法等一部改正法第１条により所得税法第83条および第83

条の２が、地方税法等一部改正法第２条により地方税法第34条第１項第10号、同第10

号の２、同第314条の２第１項第10号および同第10号の２が改正され、所得税法につ

いては平成30年分以後の所得税について、地方税法については平成31年度分以後の個

人住民税について施行される。＜表１＞～＜表４＞において改正内容を示したので、

参照されたい。 

 

  

                                                                                 

(47) 平成29年度与党税制改正大綱４頁。 

(48) 平成29年度与党税制改正大綱３頁。 
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＜表１＞ 所得税の配偶者控除 

 

居 住 者 の 
合計所得金額 

現  行 平成30年分以降 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

900万円以下 38万円 48万円 38万円 48万円 

900万円超  
950万円以下 

38万円 48万円 26万円 32万円 

950万円超  
1,000万円以下  

38万円 48万円 13万円 16万円 

1,000万円超   38万円 48万円 適用なし 適用なし 
 
 

＜表２＞ 個人住民税所得割の配偶者控除 

 

個人住民税所得 
割の納税義務者 
の合計所得金額 

現  行 平成31年度分以降 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

900万円以下 33万円 38万円 33万円 38万円 

900万円超  
950万円以下 

33万円 38万円 22万円 26万円 

950万円超  
1,000万円以下  

33万円 38万円 11万円 13万円 

1,000万円超   33万円 38万円 適用なし 適用なし 
  
 

＜表３＞ 所得税の配偶者特別控除 

 

配偶者の合計所得金額 

居住者の合計所得金額 

900万円以下 
900万円超 

  950万円以下 
950万円超 

1,000万円以下 

  38万円超 85万円以下  38万円 26万円 13万円 

  85万円超 90万円以下  36万円 24万円 12万円 

  90万円超 95万円以下  31万円 21万円 11万円 

  95万円超100万円以下 26万円 18万円 ９万円 

 100万円超105万円以下  21万円 14万円 ７万円 

 105万円超110万円以下  16万円 11万円 ６万円 

 110万円超115万円以下  11万円 ８万円 ４万円 

 115万円超120万円以下  ６万円 ４万円 ２万円 

 120万円超123万円以下  ３万円 ２万円 １万円 
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る」と説明される(47)。 

   平成29年度与党税制改正大綱は、配偶者控除が「一定の収入以下の扶養親族を有す
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についても「控除の適用に当たって夫婦世帯の所得に上限を設けることが必要になる」

が「わが国においては個人単位課税を採用しており、世帯単位で所得を把握すること

が難しい」、「夫婦世帯を対象に新たな控除を設けることについて、国民の理解が深

まっているとは言えない」とする。他方、税制上は「103万円の壁」が解消している

ものの、心理的な壁としては作用し続け、「パート収入を一定の範囲内に抑えるため

に就業時間を抑える傾向は、最低賃金が引き上げられていくにつれ、更に強まるので

はないかということが懸念される」ために、配偶者特別控除の上限額を引き上げるこ

ととした、と述べる(48)。 

   これを受ける形で、所得税法等一部改正法第１条により所得税法第83条および第83

条の２が、地方税法等一部改正法第２条により地方税法第34条第１項第10号、同第10

号の２、同第314条の２第１項第10号および同第10号の２が改正され、所得税法につ

いては平成30年分以後の所得税について、地方税法については平成31年度分以後の個

人住民税について施行される。＜表１＞～＜表４＞において改正内容を示したので、

参照されたい。 

 

  

                                                                                 

(47) 平成29年度与党税制改正大綱４頁。 

(48) 平成29年度与党税制改正大綱３頁。 
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＜表１＞ 所得税の配偶者控除 
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合計所得金額 

現  行 平成30年分以降 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

900万円以下 38万円 48万円 38万円 48万円 

900万円超  
950万円以下 

38万円 48万円 26万円 32万円 

950万円超  
1,000万円以下  

38万円 48万円 13万円 16万円 

1,000万円超   38万円 48万円 適用なし 適用なし 
 
 

＜表２＞ 個人住民税所得割の配偶者控除 

 

個人住民税所得 
割の納税義務者 
の合計所得金額 

現  行 平成31年度分以降 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

控除対象配偶者
老人控除対象 
配  偶  者 

900万円以下 33万円 38万円 33万円 38万円 

900万円超  
950万円以下 

33万円 38万円 22万円 26万円 

950万円超  
1,000万円以下  

33万円 38万円 11万円 13万円 

1,000万円超   33万円 38万円 適用なし 適用なし 
  
 

＜表３＞ 所得税の配偶者特別控除 

 

配偶者の合計所得金額 

居住者の合計所得金額 

900万円以下 
900万円超 

  950万円以下 
950万円超 

1,000万円以下 

  38万円超 85万円以下  38万円 26万円 13万円 

  85万円超 90万円以下  36万円 24万円 12万円 

  90万円超 95万円以下  31万円 21万円 11万円 

  95万円超100万円以下 26万円 18万円 ９万円 

 100万円超105万円以下  21万円 14万円 ７万円 

 105万円超110万円以下  16万円 11万円 ６万円 

 110万円超115万円以下  11万円 ８万円 ４万円 

 115万円超120万円以下  ６万円 ４万円 ２万円 

 120万円超123万円以下  ３万円 ２万円 １万円 
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＜表４＞ 個人住民税所得割の配偶者特別控除 

 

配偶者の合計所得金額 

個人住民税所得割の納税義務者の合計所得金額 

     900万円以下(49)      900万円超 
     950万円以下(50)

950万円超 
  1,000万円以下(51) 

 38万円超 85万円以下  
      33万円       22万円 

      11万円  85万円超 90万円以下(52) 

 90万円超 95万円以下        31万円       21万円 

 95万円超100万円以下        26万円       18万円       ９万円 

 100万円超105万円以下        21万円       14万円       ７万円 

 105万円超110万円以下        16万円       11万円       ６万円 

 110万円超115万円以下        11万円       ８万円       ４万円 

 115万円超120万円以下        ６万円       ４万円       ２万円 

 120万円超123万円以下(53)       ３万円       ２万円       １万円 
 
 

 

   配偶者控除についての所得制限に注意しなければならないとはいえ、配偶者特別控

除の上限額を引き上げることにより、実質的には配偶者控除の適用限度が高くなった

のと同じ効果が得られることとなる(54)。 

   前述のように、配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは「個人所得課税改革」の第

一弾として位置づけられており、平成29年度与党税制改正大綱は、今後の「個人所得

課税改革」における検討課題をあげている。まず、日本の所得税制から失われた、ま

たは弱体化したと評価されて久しい所得再分配機能の回復を図ることとし、そのため

                                                                                 

(49) 給与所得者については、給与収入が1,120万円以下の者（地方税制度研究グループ「Ｑ＆Ａ 

地方税関係の改正の要点」税2017年２月号12頁による。注(53)まで同じ）。 

(50) 給与所得者については、給与収入が1,120万円超1,170万円以下の者。 

(51) 給与所得者については、給与収入が1,170万円超1,220万円以下の者（従って、給与収入が

1,220万円超の者については、配偶者特別控除の適用がない。 

(52) 配偶者の合計所得金額が90万円（給与収入155万円）以下であることを意味する。なお、現

行の制度では、配偶者の合計所得金額45万円（給与収入110万円）未満である場合の配偶者特

別控除は33万円である（納税義務者の合計所得金額は考慮されない）。 

(53) 配偶者の合計所得金額が123万円（給与収入201万円）超であれば、所得割の納税義務者につ

いて配偶者特別控除の適用はない。なお、現行の制度では、配偶者の合計所得金額76万円（給

与収入141万円）以上である場合には配偶者特別控除の適用がない。 

(54) 中村・前掲注(４)57頁。但し、配偶者手当の「103万円の壁」、社会保険の「130万円の壁」

および「106万円の壁」（大企業におけるもの）が残されており、配偶者控除・配偶者特別控

除の見直しの効果が限定的であるとも指摘される（同58頁）。 
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に「各種控除等の総合的な見直し」として基礎控除などの人的控除の見直しを行うと

宣言する。その上で、現行の所得課税制度においては所得控除方式が主流となってい

るが、高額所得者ほど租税負担の軽減効果が高いことが指摘される。このため、税額

控除方式もしくはゼロ税率方式の採用、または高額所得者について租税負担の軽減額

が逓減ないし消滅する構造の所得控除方式の採用の検討も明言されている(55)。しか

し、各種控除を見直したところで、どの程度まで所得再分配機能の回復が実現できる

かは不透明である。利子所得、配当所得、譲渡所得など、租税特別措置法等により分

離課税、比例税率とされる所得（あるいは場面）が多くなっており、これらが高額所

得者の租税負担の軽減に資することも否めない。租税特別措置の整理統合による課税

ベースの拡大、および分離課税の縮小も、中長期的な課題として位置づけるべき時に

きているのではなかろうか。 

   また、平成29年度与党税制改正大綱は、個人住民税のあり方についても検討を行う

としている。おそらくは応益課税原則および負担分任原則を踏まえつつの再検討にな

ると考えられるが、現行の個人住民税は比例税率を採用しているため、「控除方式の

選択による税負担調整の効果に制約がある」とも指摘されている(56)。金額を含めた

各種控除の見直しの他に、超過累進課税の復活なども検討に値するのではなかろうか。 

   なお、平成29年度与党税制改正大綱は「今回の配偶者控除・配偶者特別控除の見直

しによる平成31年度分以後の個人住民税の減収額については、全額が国費で補塡する」

と言明するが、詳細は示されていない(57)。 

 

(２) 「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」 

   「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律」（第４次地方分権一括法。平成26年６月４日法律第51号）第５条は、

市町村立学校職員給与負担法第１条第１項等を改正し、市町村立小学校教職員の給与

負担事務を道府県から指定都市（地方自治法第259条の19第１項）に移譲する旨を定

める。これを受ける形で、地方税法等一部改正法第１条は地方税法第35条第１項およ

び第314条の３第１項を改正し、指定都市についてのみ個人住民税所得割の標準税率

を変更する旨を定める。 

                                                                                 

(55) 平成29年度与党税制改正大綱５頁。 

(56) 平成29年度与党税制改正大綱５頁。 

(57) 平成29年度与党税制改正大綱19頁。 
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＜表４＞ 個人住民税所得割の配偶者特別控除 

 

配偶者の合計所得金額 

個人住民税所得割の納税義務者の合計所得金額 

     900万円以下(49)      900万円超 
     950万円以下(50)

950万円超 
  1,000万円以下(51) 

 38万円超 85万円以下  
      33万円       22万円 

      11万円  85万円超 90万円以下(52) 

 90万円超 95万円以下        31万円       21万円 

 95万円超100万円以下        26万円       18万円       ９万円 
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 120万円超123万円以下(53)       ３万円       ２万円       １万円 
 
 

 

   配偶者控除についての所得制限に注意しなければならないとはいえ、配偶者特別控

除の上限額を引き上げることにより、実質的には配偶者控除の適用限度が高くなった
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   前述のように、配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは「個人所得課税改革」の第

一弾として位置づけられており、平成29年度与党税制改正大綱は、今後の「個人所得

課税改革」における検討課題をあげている。まず、日本の所得税制から失われた、ま

たは弱体化したと評価されて久しい所得再分配機能の回復を図ることとし、そのため

                                                                                 

(49) 給与所得者については、給与収入が1,120万円以下の者（地方税制度研究グループ「Ｑ＆Ａ 

地方税関係の改正の要点」税2017年２月号12頁による。注(53)まで同じ）。 

(50) 給与所得者については、給与収入が1,120万円超1,170万円以下の者。 

(51) 給与所得者については、給与収入が1,170万円超1,220万円以下の者（従って、給与収入が

1,220万円超の者については、配偶者特別控除の適用がない。 

(52) 配偶者の合計所得金額が90万円（給与収入155万円）以下であることを意味する。なお、現

行の制度では、配偶者の合計所得金額45万円（給与収入110万円）未満である場合の配偶者特

別控除は33万円である（納税義務者の合計所得金額は考慮されない）。 

(53) 配偶者の合計所得金額が123万円（給与収入201万円）超であれば、所得割の納税義務者につ

いて配偶者特別控除の適用はない。なお、現行の制度では、配偶者の合計所得金額76万円（給

与収入141万円）以上である場合には配偶者特別控除の適用がない。 

(54) 中村・前掲注(４)57頁。但し、配偶者手当の「103万円の壁」、社会保険の「130万円の壁」

および「106万円の壁」（大企業におけるもの）が残されており、配偶者控除・配偶者特別控

除の見直しの効果が限定的であるとも指摘される（同58頁）。 
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に「各種控除等の総合的な見直し」として基礎控除などの人的控除の見直しを行うと

宣言する。その上で、現行の所得課税制度においては所得控除方式が主流となってい

るが、高額所得者ほど租税負担の軽減効果が高いことが指摘される。このため、税額

控除方式もしくはゼロ税率方式の採用、または高額所得者について租税負担の軽減額

が逓減ないし消滅する構造の所得控除方式の採用の検討も明言されている(55)。しか

し、各種控除を見直したところで、どの程度まで所得再分配機能の回復が実現できる

かは不透明である。利子所得、配当所得、譲渡所得など、租税特別措置法等により分

離課税、比例税率とされる所得（あるいは場面）が多くなっており、これらが高額所

得者の租税負担の軽減に資することも否めない。租税特別措置の整理統合による課税

ベースの拡大、および分離課税の縮小も、中長期的な課題として位置づけるべき時に

きているのではなかろうか。 

   また、平成29年度与党税制改正大綱は、個人住民税のあり方についても検討を行う

としている。おそらくは応益課税原則および負担分任原則を踏まえつつの再検討にな

ると考えられるが、現行の個人住民税は比例税率を採用しているため、「控除方式の

選択による税負担調整の効果に制約がある」とも指摘されている(56)。金額を含めた

各種控除の見直しの他に、超過累進課税の復活なども検討に値するのではなかろうか。 

   なお、平成29年度与党税制改正大綱は「今回の配偶者控除・配偶者特別控除の見直

しによる平成31年度分以後の個人住民税の減収額については、全額が国費で補塡する」

と言明するが、詳細は示されていない(57)。 

 

(２) 「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」 

   「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律」（第４次地方分権一括法。平成26年６月４日法律第51号）第５条は、

市町村立学校職員給与負担法第１条第１項等を改正し、市町村立小学校教職員の給与

負担事務を道府県から指定都市（地方自治法第259条の19第１項）に移譲する旨を定

める。これを受ける形で、地方税法等一部改正法第１条は地方税法第35条第１項およ

び第314条の３第１項を改正し、指定都市についてのみ個人住民税所得割の標準税率

を変更する旨を定める。 

                                                                                 

(55) 平成29年度与党税制改正大綱５頁。 

(56) 平成29年度与党税制改正大綱５頁。 

(57) 平成29年度与党税制改正大綱19頁。 
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   具体的には、平成30年度分以降に指定都市に住所を有する者について、次のように

改められる。 

 

 平成29年度分まで 平成30年度分以降 

道府県民税 ４％ ２％ 

市 民 税 ６％ ８％ 

 

   また、指定都市に住所を有する者についての、分離課税等に係る指定都市所在道府

県分と指定都市分の税率割合および税額控除の割合は、原則として上の通りに合わせ

られる。 

   なお、平成30年度分個人住民税から税率が変更されるまで、経過措置として次のよ

うな措置がとられることとなっている(58)。 

   平成29年度の収入となる個人住民税（退職所得の分離課税に係る所得割を除く）、

ならびに平成30年度の収入となる個人住民税のうち給与所得：指定都市所在道府県か

ら指定都市へ税額移譲相当額を交付する。 

   平成30年度の収入となる個人住民税のうち、給与所得に係る特別徴収によるもので、

平成30年４月および５月に支払われる給与等に係るもの：指定都市所在道府県から指

定都市へ税額移譲相当額を交付する。 

 

(３) 車体課税 

   平成28年度税制改正により、自動車取得税（地方税法第113条以下）は、平成29年

４月１日に予定されていた消費両税の税率引き上げに伴い廃止され、同時に自動車税

（同第145条以下）および軽自動車税（同第442条以下）に環境性能割を導入するもの

とされており、電気自動車、天然ガス自動車、充電機能付電力併用自動車など一定の

種類の自動車については環境性能割を非課税とする規定（同新第149条、新第446条）

を置くことを予定していた。しかし、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を

改正する法律（平成28年11月28日法律第86号）」第３条により、自動車取得税の廃止

時期、および自動車税および軽自動車税への環境性能割の導入は平成31年10月１日に

延期された。 

                                                                                 

(58) 平成29年度与党税制改正大綱40頁。 
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   これに伴い、地方税法附則第12条の２第１項に定められる一般乗合用バスについて

の非課税措置は平成31年３月31日（取得日）まで延長され、同第２項に定められる電

気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド車などの非課税措置は、適用要件の変更を

伴いつつ平成30年３月31日（取得日）まで延長された。また、同第12条の２の２以下

に定められる自動車取得税の税率の特例（エコカー減税）も、平成32年度燃費基準の

下での適用要件の見直しを伴った上で平成30年３月31日（取得日）まで延長される

（適用の対象範囲は平成29年４月１日および平成30年４月１日に見直される）。また、

電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド車などに適用される

自動車税の税率の特例（地方税法附則第12条の３。グリーン化特例）についても改正

が行われ、適用期限が平成31年度分まで延長された。 

   なお、厳密には車体課税と言えないが、航空機燃料譲与税法の改正にも触れておく。 

   航空機燃料譲与税法第１条第１項および第３条第１項は、航空機燃料税（航空機燃

料税法）の収入額の13分の２に相当する額を「空港関係市町村」および「空港関係都

道府県」に対して譲与する旨を定めるが、同附則第２項は、「平成23年度から平成28

年度までの各年度分の航空機燃料譲与税に限り、第１条第１項及び第３条第１項の規

定の適用については、これらの規定中『13分の２』とあるのは、『９分の２』とする」

と定めていた。地方税法等一部改正法第３条は、航空機燃料譲与税法附則第２項のう

ちの「平成28年度」を「平成31年度」に改める旨を定める。従って、航空機燃料譲与

税の譲与割合を引き上げる措置は３年延長されることとなる。 

   平成29年度与党税制改正大綱には理由などが示されていないが、「一般乗合用のバ

スに係る自動車取得税の非課税措置の適用期限」などの延長とともに掲げられている

ことから、消費両税の税率引き上げの再延期に伴う措置であると考えられる。なお、

改正規定の施行日は平成29年４月１日である。 

 

(４) 「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正｣(59) 

   これらの税目についても多くの改正が行われたが、不動産取得税の非課税に関する

特例（地方税法附則第10条）、不動産取得税の課税標準に関する特例（同第11条）、

固定資産税等の非課税に関する特例（同第14条）など、適用期限の延長が多い。その

中で目新しいものは居住用超高層建築物（建築基準法第20条第１項第１号に規定され

                                                                                 

(59) この部分については、滝他・前掲注(１)81頁に多くを負っている。 
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とされており、電気自動車、天然ガス自動車、充電機能付電力併用自動車など一定の

種類の自動車については環境性能割を非課税とする規定（同新第149条、新第446条）

を置くことを予定していた。しかし、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を

改正する法律（平成28年11月28日法律第86号）」第３条により、自動車取得税の廃止

時期、および自動車税および軽自動車税への環境性能割の導入は平成31年10月１日に

延期された。 

                                                                                 

(58) 平成29年度与党税制改正大綱40頁。 

 

－ 21 － 
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定の適用については、これらの規定中『13分の２』とあるのは、『９分の２』とする」

と定めていた。地方税法等一部改正法第３条は、航空機燃料譲与税法附則第２項のう

ちの「平成28年度」を「平成31年度」に改める旨を定める。従って、航空機燃料譲与

税の譲与割合を引き上げる措置は３年延長されることとなる。 

   平成29年度与党税制改正大綱には理由などが示されていないが、「一般乗合用のバ

スに係る自動車取得税の非課税措置の適用期限」などの延長とともに掲げられている

ことから、消費両税の税率引き上げの再延期に伴う措置であると考えられる。なお、

改正規定の施行日は平成29年４月１日である。 

 

(４) 「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正｣(59) 

   これらの税目についても多くの改正が行われたが、不動産取得税の非課税に関する

特例（地方税法附則第10条）、不動産取得税の課税標準に関する特例（同第11条）、

固定資産税等の非課税に関する特例（同第14条）など、適用期限の延長が多い。その

中で目新しいものは居住用超高層建築物（建築基準法第20条第１項第１号に規定され

                                                                                 

(59) この部分については、滝他・前掲注(１)81頁に多くを負っている。 
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る建築物で、複数の階に住戸が所在するもの居住の用に供するもの。いわゆるタワー

マンションが該当する）に係る固定資産税等の見直しである。これは、地方税法等一

部改正法第１条による地方税法第352条の改正（新第２項を追加し、旧第２項を第３

項に繰り下げる等）、地方税法等一部改正法第２条による地方税法第73条の２の改正

（新第５項を追加し、旧第５項以下は第６項以下に繰り下げ）および同第352条新第

２項の改正（微修正）によるものである。 

   財産評価基本通達89は「家屋の価額は、その家屋の固定資産税評価額（地方税法第

381条（（固定資産課税台帳の登録事項））の規定により家屋課税台帳若しくは家屋

補充課税台帳に登録された基準年度の価格又は比準価格をいう。以下この章において

同じ。）に別表１に定める倍率を乗じて計算した金額によって評価する」と定める

（「別表１に定める倍率」は1.0とされている）。そのため、区分所有に係る家屋の

場合には、一棟全体の評価額を算出した上で各区分所有者が専有する床面積の割合に

より税額を按分することとなる。ここで床面積が同じであれば階が異なっても同じ評

価額となり、固定資産税等の税額、さらには相続税の評価額も同じとなる。しかし、

居住用超高層建築物の場合は高層階ほど取引価額も高額になる傾向が強く、資産の評

価と実際の取引価額との間に均衡が取れないという現象が生じ(60)、これが相続税に

関する節税対策として利用されるに至った。 

   そこで、住戸の所在する階の違いによる取引価額の相違を反映するように、居住用

超高層建築物全体に係る固定資産税額を各区分所有者に按分する際に用いる床面積に

つき、取引単価の変化の傾向を反映するための補正率（階層別専有床面積補正率）を

用いて補正することとした（地方税法第352条新第２項）。不動産取得税についても

同様である（同第73条の２新第５項）。階層別専有床面積補正率は総務省令たる地方

税法施行規則において定められることとなっているが、平成29年度与党税制改正大綱

においては、１階を100とし、階が１つ増える毎に「これに、10を39で除した数を加

えた数値」とされる(61)。たとえば、30階にある部屋に関する補正率は100＋10/39×

（30－１）≒107.4となる。 

   以上の改正は、平成30年度から新たに課税される居住用超高層建築物について適用

                                                                                 

(60) 地財審意見14頁も同旨。 

(61) 平成29年度与党税制改正大綱43頁。なお、地方税法第352条の改正を受けて地方税法施行規

則第15条の３の１も改正され、階層別専有床面積補正率は新第３項に定められている（同第５

項も参照）。 
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される(62)。但し、平成29年４月１日より前に売買契約がなされた住戸を含むものは

除かれる。 

 

(５) 地方税法第１章の一部改正 

   政府税制調査会の「国税犯則調査手続の見直しに関する会合」が平成28年11月14日

に取りまとめた「国税犯則調査手続の見直しについて」は、国税犯則調査手続をＩＣ

Ｔ化（情報処理の高度化等）に対応させるために規定を整備すべきであるとする検討

結果を示し、あわせて国税犯則取締法の「現代語化」を要請した。これを受ける形で、

平成29年与党税制改正大綱は、国税犯則調査手続および地方税犯則調査手続の改正内

容を示すとともに、国税犯則取締法を廃止して国税犯則調査手続に関する規定を国税

通則法に編入する、地方税犯則調査手続については、全税目を手続の対象とすべく規

定を整備する、などの改正内容を示した(63)。 

   所得税法等一部改正法第８条は、国税通則法に「第11章 犯則事件の調査及び処分」

（第131条～第160条）を追加し、電磁的記録に係る証拠収集手続などをすることを定

める。これに伴い、国税犯則取締法は廃止される（所得税法等一部改正法第10条）。 

   現行の地方税法において、犯則調査手続に関する規定は税目毎に規定されるが（例、

道府県税については第71条以下、事業税については第72条の73以下）、全税目につい

て規定が存在する訳ではない。また、その多くが国税犯則取締法の準用規定となって

いる。 

   地方税法等一部改正法第２条は、地方税法第１章に「第16節 犯則事件の調査及び

処分」（第22条の３～第22条の31）を新設し(64)、全税目に共通する手続規定とした。

これに伴い、税目毎に置かれていた上記の犯則調査手続に関する規定は削除される。 

   追加された諸規定の内容は、基本的に国税通則法第11章の諸規定と同様のものであ

るが、国税と地方税との相違もあることから、国税犯則取締法の規定を「準用する」

という形ではなく、犯則調査をなすための要件などを比較的詳細に規定するものと

                                                                                 

(62) 都市計画税の課税標準は、市街化区域に所在する土地または家屋の「価格」である（地方税

法第702条第１項）。従って、補正率の適用が都市計画税にも影響する。 

(63) 平成29年度与党税制改正大綱124頁。 

(64) 「第１節 犯則事件の調査」（第22条の３～第22条の25）および「第２節 犯則事件の処分」

（第22条の26～第22条の31）」からなる。参考までに記すならば、国税通則法第11章は「第１

節 犯則事件の調査」（第131条～第154条）および「第２節 犯則事件の処分」（第155条～

第160条）からなる。 
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381条（（固定資産課税台帳の登録事項））の規定により家屋課税台帳若しくは家屋

補充課税台帳に登録された基準年度の価格又は比準価格をいう。以下この章において

同じ。）に別表１に定める倍率を乗じて計算した金額によって評価する」と定める

（「別表１に定める倍率」は1.0とされている）。そのため、区分所有に係る家屋の

場合には、一棟全体の評価額を算出した上で各区分所有者が専有する床面積の割合に

より税額を按分することとなる。ここで床面積が同じであれば階が異なっても同じ評

価額となり、固定資産税等の税額、さらには相続税の評価額も同じとなる。しかし、

居住用超高層建築物の場合は高層階ほど取引価額も高額になる傾向が強く、資産の評

価と実際の取引価額との間に均衡が取れないという現象が生じ(60)、これが相続税に

関する節税対策として利用されるに至った。 

   そこで、住戸の所在する階の違いによる取引価額の相違を反映するように、居住用

超高層建築物全体に係る固定資産税額を各区分所有者に按分する際に用いる床面積に

つき、取引単価の変化の傾向を反映するための補正率（階層別専有床面積補正率）を

用いて補正することとした（地方税法第352条新第２項）。不動産取得税についても

同様である（同第73条の２新第５項）。階層別専有床面積補正率は総務省令たる地方

税法施行規則において定められることとなっているが、平成29年度与党税制改正大綱

においては、１階を100とし、階が１つ増える毎に「これに、10を39で除した数を加

えた数値」とされる(61)。たとえば、30階にある部屋に関する補正率は100＋10/39×

（30－１）≒107.4となる。 

   以上の改正は、平成30年度から新たに課税される居住用超高層建築物について適用

                                                                                 

(60) 地財審意見14頁も同旨。 

(61) 平成29年度与党税制改正大綱43頁。なお、地方税法第352条の改正を受けて地方税法施行規

則第15条の３の１も改正され、階層別専有床面積補正率は新第３項に定められている（同第５

項も参照）。 
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される(62)。但し、平成29年４月１日より前に売買契約がなされた住戸を含むものは

除かれる。 

 

(５) 地方税法第１章の一部改正 

   政府税制調査会の「国税犯則調査手続の見直しに関する会合」が平成28年11月14日

に取りまとめた「国税犯則調査手続の見直しについて」は、国税犯則調査手続をＩＣ

Ｔ化（情報処理の高度化等）に対応させるために規定を整備すべきであるとする検討

結果を示し、あわせて国税犯則取締法の「現代語化」を要請した。これを受ける形で、

平成29年与党税制改正大綱は、国税犯則調査手続および地方税犯則調査手続の改正内

容を示すとともに、国税犯則取締法を廃止して国税犯則調査手続に関する規定を国税

通則法に編入する、地方税犯則調査手続については、全税目を手続の対象とすべく規

定を整備する、などの改正内容を示した(63)。 

   所得税法等一部改正法第８条は、国税通則法に「第11章 犯則事件の調査及び処分」

（第131条～第160条）を追加し、電磁的記録に係る証拠収集手続などをすることを定

める。これに伴い、国税犯則取締法は廃止される（所得税法等一部改正法第10条）。 

   現行の地方税法において、犯則調査手続に関する規定は税目毎に規定されるが（例、

道府県税については第71条以下、事業税については第72条の73以下）、全税目につい

て規定が存在する訳ではない。また、その多くが国税犯則取締法の準用規定となって

いる。 

   地方税法等一部改正法第２条は、地方税法第１章に「第16節 犯則事件の調査及び

処分」（第22条の３～第22条の31）を新設し(64)、全税目に共通する手続規定とした。

これに伴い、税目毎に置かれていた上記の犯則調査手続に関する規定は削除される。 

   追加された諸規定の内容は、基本的に国税通則法第11章の諸規定と同様のものであ

るが、国税と地方税との相違もあることから、国税犯則取締法の規定を「準用する」

という形ではなく、犯則調査をなすための要件などを比較的詳細に規定するものと

                                                                                 

(62) 都市計画税の課税標準は、市街化区域に所在する土地または家屋の「価格」である（地方税

法第702条第１項）。従って、補正率の適用が都市計画税にも影響する。 

(63) 平成29年度与党税制改正大綱124頁。 

(64) 「第１節 犯則事件の調査」（第22条の３～第22条の25）および「第２節 犯則事件の処分」

（第22条の26～第22条の31）」からなる。参考までに記すならば、国税通則法第11章は「第１

節 犯則事件の調査」（第131条～第154条）および「第２節 犯則事件の処分」（第155条～

第160条）からなる。 
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なっている。 

   国税通則法第11章、地方税法第１章第16節に置かれた新規定は、国税犯則取締法な

どによっては不可能または困難であったことを実行しうるように整備したため、目新

しいものが多い。たとえば、国税通則法第132条第１項および地方税法第22条の４第

１項は、裁判官が発する許可状により、「記録命令付差押え」として電磁的記録を

「保管する者その他電磁的記録を利用する権限を有する者に命じて必要な電磁的記録

を記録媒体に記載させ、又は印刷させた上、当該記録媒体を差し押さえる」ことがで

きる旨を定める。また、国税通則法第132条第２項および地方税法第22条の４第２項

は、「差し押さえるべき物件が電子計算機であるときは、当該電子計算機に電気通信

回線で接続している記録媒体であつて、当該電子計算機で作成若しくは変更をした電

磁的記録又は当該電子計算機で変更若しくは消去をすることができることとされてい

る電磁的記録を保管するために使用されていると認められるに足りる状況にあるもの

から、その電磁的記録を当該電子計算機または他の記録媒体に複写した上、当該電子

計算機又は当該他の記録媒体を差し押さえることができる」と定める。この他、遺留

物の捜査・領置（国税通則法第131条第１項および地方税法第22条の３第１項）、郵

便物等の差押え（国税通則法第133条第１項および地方税法第22条の５第１項）、臨

検、捜索または差押えの夜間執行（国税通則法第133条第１項および地方税法第22条

の20第１項ただし書き）などをあげることができる。 

 

 

 4. 国会における法律案の審議状況 
 

 前記のような内容の地方税法等一部改正法について、衆参両院において審査・審議がな

された。その様子を、項目毎に概観する。なお、便宜のため、法律案の提出から公布まで

の経過について概略を示す。 

 ● 地方税法等一部改正法 

  衆議院議案受理年月日     平成29年２月７日 

  衆議院付託年月日       平成29年２月16日（総務委員会） 

  衆議院審査終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  衆議院審議終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  参議院予備審査議案受理年月日 平成29年２月７日 
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  参議院議案受理年月日     平成29年２月27日 

  参議院付託年月日       平成29年３月10日（総務委員会） 

  参議院審査終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  参議院審議終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  公布年月日          平成29年３月31日（法律第２号） 

 ● 所得税法等一部改正法 

  衆議院議案受理年月日     平成29年２月３日 

  衆議院付託年月日       平成29年２月16日（財務金融委員会） 

  衆議院審査終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  衆議院審議終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  参議院予備審査議案受理年月日 平成29年２月３日 

  参議院議案受理年月日     平成29年２月27日 

  参議院付託年月日       平成29年３月８日（財政金融委員会） 

  参議院審査終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  参議院審議終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  公布年月日          平成29年３月31日（法律第４号） 

 

〔１〕衆議院総務委員会 

   前述のように、高市総務大臣による地方税法等一部改正法の趣旨説明は、平成29年

２月16日の衆議院総務委員会（第３号）においてなされた。同月27日（第６号）に、

輿水恵一議員（公明党）、足立康史議員（日本維新の会）によるそれぞれの賛成討論、

奥野総一郎議員（民進党）、田村貴昭議員（日本共産党）、吉川元議員（社会民主党）

によるそれぞれの反対討論が行われた。続いて採決が行われ、賛成多数で可決された。

なお、採決の後、自由民主党・無所属の会、民進党・無所属クラブ、公明党、日本共

産党、日本維新の会および社会民主党・市民連合の六派共同提案による「持続可能な

地方税財政基盤の確立及び東日本大震災への対応に関する件」の案が葉梨康弘議員

（自由民主党）外５名より提出され、葉梨議員による朗読の後、全会一致で可決され

た(65)。 

 

                                                                                 

(65) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成29年２月27日）」３頁。 
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なっている。 

   国税通則法第11章、地方税法第１章第16節に置かれた新規定は、国税犯則取締法な

どによっては不可能または困難であったことを実行しうるように整備したため、目新

しいものが多い。たとえば、国税通則法第132条第１項および地方税法第22条の４第

１項は、裁判官が発する許可状により、「記録命令付差押え」として電磁的記録を

「保管する者その他電磁的記録を利用する権限を有する者に命じて必要な電磁的記録

を記録媒体に記載させ、又は印刷させた上、当該記録媒体を差し押さえる」ことがで

きる旨を定める。また、国税通則法第132条第２項および地方税法第22条の４第２項

は、「差し押さえるべき物件が電子計算機であるときは、当該電子計算機に電気通信

回線で接続している記録媒体であつて、当該電子計算機で作成若しくは変更をした電

磁的記録又は当該電子計算機で変更若しくは消去をすることができることとされてい

る電磁的記録を保管するために使用されていると認められるに足りる状況にあるもの

から、その電磁的記録を当該電子計算機または他の記録媒体に複写した上、当該電子

計算機又は当該他の記録媒体を差し押さえることができる」と定める。この他、遺留

物の捜査・領置（国税通則法第131条第１項および地方税法第22条の３第１項）、郵

便物等の差押え（国税通則法第133条第１項および地方税法第22条の５第１項）、臨

検、捜索または差押えの夜間執行（国税通則法第133条第１項および地方税法第22条

の20第１項ただし書き）などをあげることができる。 

 

 

 4. 国会における法律案の審議状況 
 

 前記のような内容の地方税法等一部改正法について、衆参両院において審査・審議がな

された。その様子を、項目毎に概観する。なお、便宜のため、法律案の提出から公布まで

の経過について概略を示す。 

 ● 地方税法等一部改正法 

  衆議院議案受理年月日     平成29年２月７日 

  衆議院付託年月日       平成29年２月16日（総務委員会） 

  衆議院審査終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  衆議院審議終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  参議院予備審査議案受理年月日 平成29年２月７日 
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  参議院議案受理年月日     平成29年２月27日 

  参議院付託年月日       平成29年３月10日（総務委員会） 

  参議院審査終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  参議院審議終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  公布年月日          平成29年３月31日（法律第２号） 

 ● 所得税法等一部改正法 

  衆議院議案受理年月日     平成29年２月３日 

  衆議院付託年月日       平成29年２月16日（財務金融委員会） 

  衆議院審査終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  衆議院審議終了年月日     平成29年２月27日（可決） 

  参議院予備審査議案受理年月日 平成29年２月３日 

  参議院議案受理年月日     平成29年２月27日 

  参議院付託年月日       平成29年３月８日（財政金融委員会） 

  参議院審査終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  参議院審議終了年月日     平成29年３月27日（可決） 

  公布年月日          平成29年３月31日（法律第４号） 

 

〔１〕衆議院総務委員会 

   前述のように、高市総務大臣による地方税法等一部改正法の趣旨説明は、平成29年

２月16日の衆議院総務委員会（第３号）においてなされた。同月27日（第６号）に、

輿水恵一議員（公明党）、足立康史議員（日本維新の会）によるそれぞれの賛成討論、

奥野総一郎議員（民進党）、田村貴昭議員（日本共産党）、吉川元議員（社会民主党）

によるそれぞれの反対討論が行われた。続いて採決が行われ、賛成多数で可決された。

なお、採決の後、自由民主党・無所属の会、民進党・無所属クラブ、公明党、日本共

産党、日本維新の会および社会民主党・市民連合の六派共同提案による「持続可能な

地方税財政基盤の確立及び東日本大震災への対応に関する件」の案が葉梨康弘議員

（自由民主党）外５名より提出され、葉梨議員による朗読の後、全会一致で可決され

た(65)。 

 

                                                                                 

(65) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成29年２月27日）」３頁。 
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(１) 配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   まず、宗清皇一議員（自由民主党）は、配偶者控除・配偶者特別控除の見直しが

「大きな一歩である」とされた上で、国税については平年度で約390億円、地方税に

ついては約423億円の減収の見込みがあるというが、「国費で補填をするということ

については、具体的な補填方法をできるだけ早く明示することによって、地方団体の

税収に穴があかないということ、不安を生じさせないということを考えていくべきで

はないか」と質した。これに対し、冨樫博之総務大臣政務官は、「今回の見直しによ

る個人住民税の減収は平成31年度から生じるものであり、国費による補填の具体的方

法については、今後、平成31年度地方財政対策までに検討してまいる所存であ」ると

答弁しており、宗清議員は「地方団体の財源不足をちゃんと積算して、毎年交付金で

渡すというような財源補填が望ましいということを、私の考え方としてちょっと申し

上げておきたい」と述べている(66)。 

   奥野議員も地方税収の減収を指摘し、その上で「減税をしてまでやる意義というの

は一体何なのか」と質したのに対し、高市総務大臣は「就業調整を意識しなくて済む

仕組みを構築するために」、税制、社会保障制度、「それから企業の配偶者手当制度

などの面で総合的な取り組みを進める必要があると思っており」、「今回の見直しと

いうのは、働きたい方が就業調整を行うことを意識しないで働くことができる環境づ

くりに寄与するものですから、女性活躍の観点からも、それから従業員の方々の就業

調整による人手不足の解消の観点からも、意義があると考えて」いると答弁した。こ

れを受けて、奥野議員は「やはり社会保険料と一体的に見ていかないと、意義がある

とは言えないんじゃないか」、「配偶者控除を全廃だという話で当初議論していたは

ずなんですけれども、気がつくとこういう減税の話になってしまった」と指摘した上

で、「負担の見直しということも含めて、やはり抜本的な議論が必要だと思」うと述

べている(67)。 

   小川淳也議員（民進党）も配偶者控除の議論の展開に疑念を向けたのに対し、高市

総務大臣は政府税制調査会の「中間報告」、与党税制調査会における議論をもって答

弁した(68)。また、小川議員が「今回の対応について、所得税、地方税、住民税は、

103万の壁を150万に伸ばした。一方、社会保険は、130万と言われていた壁を106万に

                                                                                 

(66) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」５頁、６頁。 

(67) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」18頁、19頁。 

(68) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」21頁。 
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縮めた。まさにこれは、あべこべ、矛盾する逆方向の改革案を、同じ目的に向かって

いるはずなんですが、まさに逆方向のことをやって、政策効果は互いに打ち消すん

じゃありませんか」と質したのに対し、馬場成志厚生労働大臣政務官は「被用者保険

は、給付と負担のバランスにより成り立っておりまして、加入し、保険料を負担いた

だくことによって、将来受け取ることができる年金がふえる、病気やけがで会社を休

んだときの疾病手当金や出産手当金を受け取れるなどの、直接の反対給付が受けられ

ることにな」るので「被用者保険のメリットを受ける人をふやすためには賃金や労働

時間等の適用基準を引き下げる必要があるというこの点を、税とは仕組み、目的が異

なることを御理解いただきたい」と答弁した(69)。その後もしばらく質疑応答が行わ

れたが、十分な展開は見られなかった。 

   小川議員の質問時間はかなり長くとられており、この他にも配偶者控除、扶養控除

のいずれも103万円という「同額の収入制限」であったのに「配偶者に限って150万、

そして扶養控除、扶養親族については103万のままなのか」という質問(70)などがなさ

れているが、地方自治立法動向研究の観点からすれば、「地方税は、国税に比べます

と、より地域の会費的な性格が強いと言われております。加えて、例えば、働き方に

中立といったような政策誘導や、あるいは年収制限を加えるといった再分配機能の強

化とは必ずしもそぐわない面が地方税にはあります。したがって、私どもも地方税法

の改正に携わった経験がございますが、国税の観点からさまざまな税制改正が行われ

ることに100％地方税が引きずられることについては、時として大きな疑問を持つこ

とがございます」という指摘は重要である。配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは、

まさに「国税の判断に地方税が100％つき合わされるということ」でもあるためであ

る(71)。 

   一方、鈴木克昌議員（民進党）は、「個人所得課税改革」を今後何年かけて行う予

                                                                                 

(69) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」21頁。 

(70) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」22頁。本文に示した質

疑に対しては、林﨑総務省自治税務局長が「就業調整をめぐる喫緊の課題に対応するために、

配偶者控除等について配偶者の収入制限を引き上げるということ、そして、配偶者控除に納税

者本人の所得制限を設けて、国、地方を通じて税収中立を確保する」と答弁したが、小川議員

は「就業調整という意味では、子供であっても親であっても変わらないんじゃないですか。そ

ういう意味では、今答弁されましたが、あくまで途中経過ということで受けとめていいんです

ね」と返している。 

(71) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」23頁。 
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(１) 配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   まず、宗清皇一議員（自由民主党）は、配偶者控除・配偶者特別控除の見直しが

「大きな一歩である」とされた上で、国税については平年度で約390億円、地方税に

ついては約423億円の減収の見込みがあるというが、「国費で補填をするということ

については、具体的な補填方法をできるだけ早く明示することによって、地方団体の

税収に穴があかないということ、不安を生じさせないということを考えていくべきで

はないか」と質した。これに対し、冨樫博之総務大臣政務官は、「今回の見直しによ

る個人住民税の減収は平成31年度から生じるものであり、国費による補填の具体的方

法については、今後、平成31年度地方財政対策までに検討してまいる所存であ」ると

答弁しており、宗清議員は「地方団体の財源不足をちゃんと積算して、毎年交付金で

渡すというような財源補填が望ましいということを、私の考え方としてちょっと申し

上げておきたい」と述べている(66)。 

   奥野議員も地方税収の減収を指摘し、その上で「減税をしてまでやる意義というの

は一体何なのか」と質したのに対し、高市総務大臣は「就業調整を意識しなくて済む

仕組みを構築するために」、税制、社会保障制度、「それから企業の配偶者手当制度

などの面で総合的な取り組みを進める必要があると思っており」、「今回の見直しと

いうのは、働きたい方が就業調整を行うことを意識しないで働くことができる環境づ

くりに寄与するものですから、女性活躍の観点からも、それから従業員の方々の就業

調整による人手不足の解消の観点からも、意義があると考えて」いると答弁した。こ

れを受けて、奥野議員は「やはり社会保険料と一体的に見ていかないと、意義がある

とは言えないんじゃないか」、「配偶者控除を全廃だという話で当初議論していたは

ずなんですけれども、気がつくとこういう減税の話になってしまった」と指摘した上

で、「負担の見直しということも含めて、やはり抜本的な議論が必要だと思」うと述

べている(67)。 

   小川淳也議員（民進党）も配偶者控除の議論の展開に疑念を向けたのに対し、高市

総務大臣は政府税制調査会の「中間報告」、与党税制調査会における議論をもって答

弁した(68)。また、小川議員が「今回の対応について、所得税、地方税、住民税は、

103万の壁を150万に伸ばした。一方、社会保険は、130万と言われていた壁を106万に
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定であるのかと質したのに対し、政府参考人の林﨑理総務省自治税務局長は「論点は

非常に多岐にわたりまして、個人所得課税の税制全体における位置づけや負担構造の

あるべき姿について、国民的な議論を行いながら丁寧に検討していく必要があるとさ

れているところでございまして、現時点で、検討の年限について、今後数年をかけて

という以上に予断を持ってお答えすることは、申しわけありませんけれども、できな

いところでございます」と答弁した(72)。また、鈴木議員が、改正案における合計所

得金額の「刻みが粗い」と指摘したのに対し、林崎総務省自治税務局長は「今回の見

直しにおいて新たに設けられる納税者本人の方の所得制限につきましては、これは、

納税者本人の所得に応じた税負担の差をなだらかにするという観点から設けるもので」

あり、「今回の納税者本人の所得制限によって控除額が逓減、消失するのは、今御指

摘のあった、合計所得金額でいいますと900万円から、これは給与収入ベースに直し

ますと1,220万円という数字になりますけれども、これを超えていく場合でございま

すけれども、この水準の所得を有する場合には、配偶者特別控除が適用になるかどう

か、幾ら適用になるかといったことを納税者本人が意識をして、そして就業調整をす

るといった問題は生じにくいと考えているところでございます」と答えている(73)。 

   吉川元議員も配偶者控除・配偶者特別控除の見直しについての質疑を行っており、

「ちょっと拙速過ぎるのではないか」、「いろいろな人的控除については、既に他の

委員も指摘をされておりますけれども、果たして今の所得控除でいいのか、税額控除

にすべきではないか、また、基礎控除も含めて、基礎控除は例えば国税でいうと38万

円ですけれども、38万円で一年間人は暮らしていけますか、そんなことはないと思い

ます。だとすれば、基礎控除そのものを生活保護水準まではやはり引き上げていかな

ければいけない」とした上で、税収額への影響などを質した。これに対し、林﨑総務

省自治税務局長は、「今回、配偶者の年収制限の引き上げによって減収をするという

額、これが757億円、そして、納税者本人の方に所得制限を設けるということによる

増収額というのがありまして、こちらがプラスの334億円ということで、差し引きで、

平年度化した場合には、地方税においては423億円の減少と見込んでいる」と答弁し

ている(74)。 

 

                                                                                 

(72) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第５号（平成29年２月23日）」４頁。 
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(２) 「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」 

   田村議員は、「手当や休暇などの待遇が、県から市に合わせることによって不利益

が生じる」、「常勤講師の場合は、いわゆる任用の空白という問題が生じ」ており、

「一部の政令市では、再度の任用の際に設けられる空白期間が一週間から二カ月とか

なり長期間となっています。県費負担のときは一日でした。これがそのまま適用され

れば、一定期間働くことができない先生を生み出し、産休や育休の代替などの必要な

人員が確保できなくなってまいります」という問題を取り上げ、政令指定都市の対応、

「臨時的任用職員の任期の設定」の法的根拠などを質している(75)。 

 

(３) 車体課税 

   質疑応答はなされなかった。 

 

(４) 「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」 

   小川議員は、「路線価等を含めて固定資産を評価し、そして各部屋面積ごとに案分

するというのがこれまでの制度でありましたが、恐らく市場価格を参考にしながら、

高層階は税金を多く、そして低層階は税負担を和らげると。市場価格の面からいえば、

一定の合理性はあるんだろう」、「全体としては思い切った制度と前向きに評価しつ

つ」、最上階、角部屋、南向き、「二部屋分を一部屋にしたオーナー向けの広い部屋、

超富裕層向けの広い部屋」をあげ、「階ごとに税金の額を変えた以上、よりきめ細か

な対応を今後していかないと、課税の公平なり課税の理屈に少し合わなくなると思う」

と質した。これに対し、高市総務大臣は、「今般、実際の取引価格と階層の関係を調

査して、固定資産税の税額の案分方法を、その調査結果を踏まえたものに見直すこと」

とし、「高層階の税額は増加して、低層階の税額は減少する」が「タワーマンション

一棟全体の固定資産税の総額は変わらない」、「取引価格と例えば方角や部屋の位置

との関連性を示す明確かつ客観的なデータが存在しない」ので「見直しの要素たり得

なかったという事情が」あると答弁した。また、「タワーマンションの最上階部分の

住戸の中には、（中略）仕様の個別性が強いものが存在します。階層に着目した補正

のみでは捕捉し切れないものについては、天井の高さ、附帯設備の程度などによる、

さらなる補正をすることができるということとしております」とも述べている(76)。 
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「ちょっと拙速過ぎるのではないか」、「いろいろな人的控除については、既に他の

委員も指摘をされておりますけれども、果たして今の所得控除でいいのか、税額控除

にすべきではないか、また、基礎控除も含めて、基礎控除は例えば国税でいうと38万

円ですけれども、38万円で一年間人は暮らしていけますか、そんなことはないと思い

ます。だとすれば、基礎控除そのものを生活保護水準まではやはり引き上げていかな

ければいけない」とした上で、税収額への影響などを質した。これに対し、林﨑総務

省自治税務局長は、「今回、配偶者の年収制限の引き上げによって減収をするという

額、これが757億円、そして、納税者本人の方に所得制限を設けるということによる

増収額というのがありまして、こちらがプラスの334億円ということで、差し引きで、
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(73) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第５号（平成29年２月23日）」５頁。 

(74) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第５号（平成29年２月23日）」13頁。 
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(２) 「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」 

   田村議員は、「手当や休暇などの待遇が、県から市に合わせることによって不利益

が生じる」、「常勤講師の場合は、いわゆる任用の空白という問題が生じ」ており、

「一部の政令市では、再度の任用の際に設けられる空白期間が一週間から二カ月とか

なり長期間となっています。県費負担のときは一日でした。これがそのまま適用され

れば、一定期間働くことができない先生を生み出し、産休や育休の代替などの必要な

人員が確保できなくなってまいります」という問題を取り上げ、政令指定都市の対応、

「臨時的任用職員の任期の設定」の法的根拠などを質している(75)。 

 

(３) 車体課税 

   質疑応答はなされなかった。 

 

(４) 「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」 

   小川議員は、「路線価等を含めて固定資産を評価し、そして各部屋面積ごとに案分

するというのがこれまでの制度でありましたが、恐らく市場価格を参考にしながら、

高層階は税金を多く、そして低層階は税負担を和らげると。市場価格の面からいえば、

一定の合理性はあるんだろう」、「全体としては思い切った制度と前向きに評価しつ

つ」、最上階、角部屋、南向き、「二部屋分を一部屋にしたオーナー向けの広い部屋、

超富裕層向けの広い部屋」をあげ、「階ごとに税金の額を変えた以上、よりきめ細か

な対応を今後していかないと、課税の公平なり課税の理屈に少し合わなくなると思う」

と質した。これに対し、高市総務大臣は、「今般、実際の取引価格と階層の関係を調

査して、固定資産税の税額の案分方法を、その調査結果を踏まえたものに見直すこと」

とし、「高層階の税額は増加して、低層階の税額は減少する」が「タワーマンション

一棟全体の固定資産税の総額は変わらない」、「取引価格と例えば方角や部屋の位置

との関連性を示す明確かつ客観的なデータが存在しない」ので「見直しの要素たり得

なかったという事情が」あると答弁した。また、「タワーマンションの最上階部分の

住戸の中には、（中略）仕様の個別性が強いものが存在します。階層に着目した補正

のみでは捕捉し切れないものについては、天井の高さ、附帯設備の程度などによる、

さらなる補正をすることができるということとしております」とも述べている(76)。 

                                                                                 
(75) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」31頁。 

(76) 「第193回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成29年２月21日）」24頁。 
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(５) 地方税法第１章の一部改正 

   質疑応答はなされなかった。 

 

〔２〕衆議院本会議 

   ２月27日の本会議（第７号）において、地方税法等一部改正法および「地方交付税

法等の一部を改正する法律案」（内閣提出法律案第11号）は一括して議題とされ、竹

内謙総務委員長の報告の後、逢坂誠二議員（民進党）、梅村さえこ議員（日本共産党）

のそれぞれによる反対討論、足立議員による賛成討論を経て、地方税法等一括法は賛

成多数で可決された(77)。 

 

〔３〕参議院総務委員会 

   高市総務大臣による地方税法等一部改正法の趣旨説明は、３月16日の参議院総務委

員会（第４号）においてなされた。同月27日（第６号）に、山下芳生議員（日本共産

党）、又市征治議員（社会民主党）によるそれぞれの反対討論が行われた。続いて採

決が行われ、賛成多数で可決された。なお、採決の後、自由民主党・こころ、民進

党・新緑風会、公明党、日本共産党、日本維新の会及び希望の会（自由・社民）の各

派共同提案による「自立した安定的な財政運営を実現するための地方税財政制度の構

築及び東日本大震災への対応に関する決議」の案が提出され、江崎孝議員（民進党）

による朗読の後、全会一致で可決された(78)。 

 

(１) 配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   衆議院総務委員会と異なり、地方税法等一部改正法についての質疑応答はほとんど

行われなかったと評価してよい。配偶者控除・配偶者特別控除の見直しについては、

又市議員が「政府は一億総活躍社会を標榜し、その実現のために女性の生き方、働き

方についても見直すとして大変注目を集めたということだったと思いますが、大山鳴

動してネズミ一匹」、「これでは壁となる所得水準が引き上げられただけで、フルタ

イム勤務の配偶者の不公平感は置き去りにされたまま」と評価したのに対し、高市総

務大臣が「個人所得課税改革の第一弾だということで、今後も改革を継続していくと

                                                                                 

(77) 「第193回国会衆議院本会議録第７号（平成29年２月27日）」９頁。 

(78) 「第193回国会参議院総務委員会会議録第６号（平成29年３月27日）」２頁。 
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されて」いること、方向性としては「所得控除方式をとっている基礎控除などの人的

控除等における控除方式の見直し、多様な働き方を踏まえた所得の種類に応じた控除

と人的控除の在り方の全体としての見直しなどが示されて」いると答弁した。これを

受けて、又市議員は「社会保険料や配偶者手当と一体で見直す必要がある」、「所得

再分配の観点から、所得課税の抜本改革、人的控除の改革に向けた道筋をやっぱり示

すべきではないか」と述べている(79)。 

 

(２) 「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」 

   那谷屋正義議員（民進党）が質疑を行っているが、地方税法等一部改正法の内容に

直接関係する内容ではない。 

 

(３) 車体課税 

   又市議員は、エコカー減税が元々景気対策、環境対策として時限的に創設されたこ

と、「エコカー減税の恩恵を受けた新車販売台数に占める割合というのは８割を超え

ている」が「今回環境基準を見直すとその割合はどう変化する」か、「新車販売台数

の８割から９割を占めるとなると、環境対策というよりも、むしろ車の買換え促進減

税、こういう側面が非常に強」くなり、「自動車産業への支援対策という形に変わっ

ている」と質した。これに対し、林﨑総務省自治税務局長は「平成28年度上半期の新

車販売状況を見直しの後の基準に当てはめると、29年度で82％ですけれども、30年度

は71％が対象になる」と答弁し、冨樫総務大臣政務官は「燃費水準が向上する中で、

対象範囲の見直しを行わなければ政策インセンティブ機能が低下する」ため、「今回

の税制改正に当たっても、足下の自動車販売への影響に十分配慮しつつ、政策インセ

ンティブを強化する観点から、対象範囲を2020年度燃費基準の下で見直すこととして

いる」と答弁した(80)。 

 

(４) 「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」 

   質疑応答はなされなかった。 

 

                                                                                 

(79) 「第193回国会参議院総務委員会会議録第５号（平成29年３月22日）」33頁。 

(80) 「第193回国会参議院総務委員会会議録第５号（平成29年３月22日）」34頁。 
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(５) 地方税法第１章の一部改正 

   質疑応答はなされなかった。 

 

〔２〕衆議院本会議 

   ２月27日の本会議（第７号）において、地方税法等一部改正法および「地方交付税

法等の一部を改正する法律案」（内閣提出法律案第11号）は一括して議題とされ、竹

内謙総務委員長の報告の後、逢坂誠二議員（民進党）、梅村さえこ議員（日本共産党）

のそれぞれによる反対討論、足立議員による賛成討論を経て、地方税法等一括法は賛

成多数で可決された(77)。 

 

〔３〕参議院総務委員会 

   高市総務大臣による地方税法等一部改正法の趣旨説明は、３月16日の参議院総務委

員会（第４号）においてなされた。同月27日（第６号）に、山下芳生議員（日本共産

党）、又市征治議員（社会民主党）によるそれぞれの反対討論が行われた。続いて採

決が行われ、賛成多数で可決された。なお、採決の後、自由民主党・こころ、民進

党・新緑風会、公明党、日本共産党、日本維新の会及び希望の会（自由・社民）の各

派共同提案による「自立した安定的な財政運営を実現するための地方税財政制度の構

築及び東日本大震災への対応に関する決議」の案が提出され、江崎孝議員（民進党）

による朗読の後、全会一致で可決された(78)。 

 

(１) 配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 

   衆議院総務委員会と異なり、地方税法等一部改正法についての質疑応答はほとんど

行われなかったと評価してよい。配偶者控除・配偶者特別控除の見直しについては、

又市議員が「政府は一億総活躍社会を標榜し、その実現のために女性の生き方、働き

方についても見直すとして大変注目を集めたということだったと思いますが、大山鳴

動してネズミ一匹」、「これでは壁となる所得水準が引き上げられただけで、フルタ

イム勤務の配偶者の不公平感は置き去りにされたまま」と評価したのに対し、高市総

務大臣が「個人所得課税改革の第一弾だということで、今後も改革を継続していくと

                                                                                 

(77) 「第193回国会衆議院本会議録第７号（平成29年２月27日）」９頁。 

(78) 「第193回国会参議院総務委員会会議録第６号（平成29年３月27日）」２頁。 
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されて」いること、方向性としては「所得控除方式をとっている基礎控除などの人的

控除等における控除方式の見直し、多様な働き方を踏まえた所得の種類に応じた控除

と人的控除の在り方の全体としての見直しなどが示されて」いると答弁した。これを

受けて、又市議員は「社会保険料や配偶者手当と一体で見直す必要がある」、「所得

再分配の観点から、所得課税の抜本改革、人的控除の改革に向けた道筋をやっぱり示

すべきではないか」と述べている(79)。 

 

(２) 「県費負担教職員の給与負担に係る改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲等」 

   那谷屋正義議員（民進党）が質疑を行っているが、地方税法等一部改正法の内容に

直接関係する内容ではない。 

 

(３) 車体課税 

   又市議員は、エコカー減税が元々景気対策、環境対策として時限的に創設されたこ

と、「エコカー減税の恩恵を受けた新車販売台数に占める割合というのは８割を超え

ている」が「今回環境基準を見直すとその割合はどう変化する」か、「新車販売台数

の８割から９割を占めるとなると、環境対策というよりも、むしろ車の買換え促進減

税、こういう側面が非常に強」くなり、「自動車産業への支援対策という形に変わっ

ている」と質した。これに対し、林﨑総務省自治税務局長は「平成28年度上半期の新

車販売状況を見直しの後の基準に当てはめると、29年度で82％ですけれども、30年度

は71％が対象になる」と答弁し、冨樫総務大臣政務官は「燃費水準が向上する中で、

対象範囲の見直しを行わなければ政策インセンティブ機能が低下する」ため、「今回

の税制改正に当たっても、足下の自動車販売への影響に十分配慮しつつ、政策インセ

ンティブを強化する観点から、対象範囲を2020年度燃費基準の下で見直すこととして

いる」と答弁した(80)。 

 

(４) 「固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の改正」 

   質疑応答はなされなかった。 

 

                                                                                 

(79) 「第193回国会参議院総務委員会会議録第５号（平成29年３月22日）」33頁。 

(80) 「第193回国会参議院総務委員会会議録第５号（平成29年３月22日）」34頁。 
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(５) 地方税法第１章の一部改正 

   質疑応答はなされなかった。 

 

〔４〕参議院本会議 

   ３月27日の本会議（第10号）において、地方税法等一部改正法および「地方交付税

法等の一部を改正する法律案」は一括して議題とされ、横山信一総務委員長の報告の

後に採決が行われ、投票総数240、賛成166、反対74で可決され、法律として成立し

た(81)。 

 

 

 5. おわりに 
 

 本稿においては、平成29年度税制改正のうち、地方税制に係る部分について概観し、検

討を行ってきたが、早くも平成30年度税制改正の基調を決定しかねず、また、今後の財政

状況に負の影響を与えかねない動きがみられる。 

 平成29年６月９日、「経済財政運営と改革の基本方針2017～人材への投資を通じた生産

性向上～」（以下、「骨太の方針2017」）が閣議決定された。既に報じられているよう

に(82)、「骨太の方針2017」からは消費両税の税率引き上げに関する記述が消滅しており、

他方、平成30年度予算編成に関連して「基礎的財政収支（ＰＢ）を2020年度（平成32年度）

までに黒字化」するとともに「債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す」という新

たな指標が付け加えられている。これらの点をいかに理解すべきかについては見解が分か

れうるが、早くも消費両税の税率引き上げの再々延期を見据えたものと理解してよい(83)。

第二次安倍内閣発足以降、「経済成長」や「経済再生」がキーワードとして使われてきて

                                                                                 

(81) 「第193回国会参議院会議録第10号（平成29年３月27日）」６頁。 

(82) 朝日新聞2017年６月10日付朝刊７面14版「成長戦略・骨太の方針 閣議決定 くらしの課題

解決し成長 人材に投資し生産性向上」、日本経済新聞2017年６月10日付朝刊５面13版「骨太

方針決定 経済成長を最優先 新指標採用 首相、歳出拡大に布石」、時事通信社「増税三た

び延期に布石か＝成長重視の骨太方針」（2017年６月10日14時20分付・ 

  http://www.jiji.com/jc/article?k=2017061000445&g=eco 現在、同社のサイトでは参照不能。）。 

(83) 注(82)に示した日本経済新聞記事には「経済が順調に成長すれば、消費税引き上げも可能に

なる。万一低成長にとどまっても、成長を優先するとの理由で増税を延期する理屈にもなる」

という記述がある。一方、やはり注(82)に示した時事通信社記事によれば「政府関係者は『仮

に消費増税を先送りしても、経済成長さえすれば財政再建をアピールしやすい』と解説する」。 
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おり、毎年度の「骨太の方針」や与党税制改正大綱において「経済再生なくして財政健全

化なし」というフレーズが繰り返されてきたことに鑑みれば、消費両税の税率引き上げが

二度にわたって延期されたことは当然の帰結であるとも考えられ、今後も経済情勢次第で

延期が繰り返される可能性は高いものと思われる。 

 「骨太の方針2017」は、平成29年度税制改正において見送られた森林環境税について

「地方公共団体の意見も踏まえながら、具体的な仕組み等について総合的に検討し、平成

30年度税制改正において結論を得る」と述べるが(84)、その他、税制については「地方税

収の回復に伴う財政力格差や民生・教育などの行政サービスの水準の地域差の状況を含め、

総務省は関係府省と地方単独事業の実態把握と『見える化』に早急に取り組む」とともに

「地方公共団体間の財政力格差の調整状況を踏まえつつ、地方税の偏在是正につながる方

策について検討する｣(85)、および、「経済社会の構造が大きく変化する中、引き続き、税

体系全般にわたるオーバーホールを進め」、「個人所得課税や資産課税については、政府

税制調査会におけるこれまでの議論等を踏まえ、経済社会の構造変化を踏まえた税制の構

造的な見直しについて検討を行う」として「個人所得課税については、所得再分配機能の

回復や多様な働き方に対応した仕組み等を目指す観点から、引き続き丁寧に検討を進める」

と述べる程度に過ぎない(86)。具体化はこれからの作業ということなのであろうか。 

 「個人所得課税改革」の第二弾が何であり、最終的な目標が何であるかについて注意し

なければならないとともに、基礎的財政収支の改善に向けて真摯な努力が払われるか否か

を注視しなければならない。 

（もり としき 大東文化大学法学部教授） 

 

                                                                                 

(84) 「骨太の方針2017」28頁。 

(85) 「骨太の方針2017」39頁。 

(86) 「骨太の方針2017」42頁。 
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(５) 地方税法第１章の一部改正 

   質疑応答はなされなかった。 

 

〔４〕参議院本会議 

   ３月27日の本会議（第10号）において、地方税法等一部改正法および「地方交付税

法等の一部を改正する法律案」は一括して議題とされ、横山信一総務委員長の報告の

後に採決が行われ、投票総数240、賛成166、反対74で可決され、法律として成立し

た(81)。 

 

 

 5. おわりに 
 

 本稿においては、平成29年度税制改正のうち、地方税制に係る部分について概観し、検

討を行ってきたが、早くも平成30年度税制改正の基調を決定しかねず、また、今後の財政

状況に負の影響を与えかねない動きがみられる。 

 平成29年６月９日、「経済財政運営と改革の基本方針2017～人材への投資を通じた生産

性向上～」（以下、「骨太の方針2017」）が閣議決定された。既に報じられているよう

に(82)、「骨太の方針2017」からは消費両税の税率引き上げに関する記述が消滅しており、

他方、平成30年度予算編成に関連して「基礎的財政収支（ＰＢ）を2020年度（平成32年度）

までに黒字化」するとともに「債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す」という新

たな指標が付け加えられている。これらの点をいかに理解すべきかについては見解が分か

れうるが、早くも消費両税の税率引き上げの再々延期を見据えたものと理解してよい(83)。

第二次安倍内閣発足以降、「経済成長」や「経済再生」がキーワードとして使われてきて

                                                                                 

(81) 「第193回国会参議院会議録第10号（平成29年３月27日）」６頁。 

(82) 朝日新聞2017年６月10日付朝刊７面14版「成長戦略・骨太の方針 閣議決定 くらしの課題

解決し成長 人材に投資し生産性向上」、日本経済新聞2017年６月10日付朝刊５面13版「骨太

方針決定 経済成長を最優先 新指標採用 首相、歳出拡大に布石」、時事通信社「増税三た

び延期に布石か＝成長重視の骨太方針」（2017年６月10日14時20分付・ 

  http://www.jiji.com/jc/article?k=2017061000445&g=eco 現在、同社のサイトでは参照不能。）。 

(83) 注(82)に示した日本経済新聞記事には「経済が順調に成長すれば、消費税引き上げも可能に

なる。万一低成長にとどまっても、成長を優先するとの理由で増税を延期する理屈にもなる」

という記述がある。一方、やはり注(82)に示した時事通信社記事によれば「政府関係者は『仮

に消費増税を先送りしても、経済成長さえすれば財政再建をアピールしやすい』と解説する」。 
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おり、毎年度の「骨太の方針」や与党税制改正大綱において「経済再生なくして財政健全

化なし」というフレーズが繰り返されてきたことに鑑みれば、消費両税の税率引き上げが

二度にわたって延期されたことは当然の帰結であるとも考えられ、今後も経済情勢次第で

延期が繰り返される可能性は高いものと思われる。 

 「骨太の方針2017」は、平成29年度税制改正において見送られた森林環境税について

「地方公共団体の意見も踏まえながら、具体的な仕組み等について総合的に検討し、平成

30年度税制改正において結論を得る」と述べるが(84)、その他、税制については「地方税

収の回復に伴う財政力格差や民生・教育などの行政サービスの水準の地域差の状況を含め、

総務省は関係府省と地方単独事業の実態把握と『見える化』に早急に取り組む」とともに

「地方公共団体間の財政力格差の調整状況を踏まえつつ、地方税の偏在是正につながる方

策について検討する｣(85)、および、「経済社会の構造が大きく変化する中、引き続き、税

体系全般にわたるオーバーホールを進め」、「個人所得課税や資産課税については、政府

税制調査会におけるこれまでの議論等を踏まえ、経済社会の構造変化を踏まえた税制の構

造的な見直しについて検討を行う」として「個人所得課税については、所得再分配機能の

回復や多様な働き方に対応した仕組み等を目指す観点から、引き続き丁寧に検討を進める」

と述べる程度に過ぎない(86)。具体化はこれからの作業ということなのであろうか。 

 「個人所得課税改革」の第二弾が何であり、最終的な目標が何であるかについて注意し

なければならないとともに、基礎的財政収支の改善に向けて真摯な努力が払われるか否か

を注視しなければならない。 

（もり としき 大東文化大学法学部教授） 

 

                                                                                 

(84) 「骨太の方針2017」28頁。 

(85) 「骨太の方針2017」39頁。 

(86) 「骨太の方針2017」42頁。 
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